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第1 章 長寿命化計画改定の背景・目的 

1-1 ◆計画の目的 

本市では平成 30 年 4 月現在で 1,214戸（用途廃止の決まっている木造住宅を除く）の市

営住宅等を管理していますが、その半数以上の住戸が耐用年数を経過しており、ストック

の設備・機能面での老朽化・陳腐化が進むなど効率的なストックの機能回復や更新が課題

となっています。 

本計画は、公営住宅等ストックの計画的・効率的な更新や点検の強化、適切な管理に基

づく早期の修繕を図るため、団地別住棟別の活用手法及び長寿命化のための事業内容につ

いて定め、中長期的な展望に立ちライフサイクルコストの縮減と事業量の平準化を図るこ

とを目的とします。 

 

1-2 ◆改定の背景 

本市は平成 34 年度を目標年度とする「西尾市市営住宅長寿命化計画」を平成 25 年 3 月

に改定していますが、平成 28 年 3 月の住生活基本計画（全国計画）の改訂を受けて同年 8

月に公営住宅等長寿命化計画策定指針が改訂されるとともに、翌 29 年 10 月には改正住宅

セーフティネット法の施行により民間賃貸住宅や空き家を活用した「新たな住宅セーフ

ティネット制度」が始まるなど市営住宅事業を取り巻く状況が大きく変化していることか

ら改定を行います。 
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1-3 ◆計画の位置づけ 

本計画は、国・県及び本市の住宅政策の体系や住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の供

給の促進に関する法律（住宅セーフティネット法）の法体系に位置づけられる公営住宅分

野の事業計画であると同時に、本市の最上位計画である「第 7 次西尾市総合計画」をはじ

めとして、「西尾市都市計画マスタープラン」、「西尾市公共施設再配置基本計画」や

「西尾市公共施設等総合管理計画」などの関連計画の考え方に基づき展開する実施計画で

もあります。 

図表 1-1 計画の位置づけ 

 

 

1-4 ◆計画の対象 

本計画の対象は、西尾市が供給する市営住宅ストックおよび団地内の共同施設とします。

（ただし、用途廃止が決定している木造住宅は除きます。） 

 

1-5 ◆計画期間 

平成 25年に改定した当計画では平成 34 年度までの 10年間を計画期間として策定し運用

してきましたが、中間時期による見直しを行い、平成 31 年度（2019 年度）から 2028 年度

までの 10年間を新しい計画期間とします。 

なお、本計画は、社会情勢の変化、事業の進捗状況等に応じ、地域住宅計画の見直し等

と連動して概ね 5 年ごとに見直しを行うとともに、事業の進捗等に即して適宜修正を行う

こととします。 

西尾市

住生活基本計画

（2013-2022）

西尾市

市営住宅長寿命化計画

《市営住宅に関する分野別計画》

住生活基本法

住生活基本計画

（全国計画）

愛知県

住生活基本計画

（2016-2025）

愛知県

地域住宅計画

住宅確保要配慮者に対する

賃貸住宅の供給の促進に関する法律

（住宅セーフティネット法）

第７次西尾市

総合計画

後期基本計画

その他の分野別計画

○都市計画マスタープラン

○公共施設再配置基本計画

○高齢者福祉計画・介護保険

計画

○障害者福祉計画

○地域福祉計画

○公共施設等総合管理計画 等

整

合

連

携

住宅分野

連

動
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1-6 ◆上位・関連計画の整理 

①第 7次西尾市総合計画（後期基本計画） 

策定年次 平成 30 年３月 

計画期間 平成 30 年度(2018 年度)～2022 年度の５年間 

目標及び 

基本的な施策 

(1)将来都市像 

自然と文化と人々がとけあい 心豊かに暮らせるまち 西尾 

 

(2)施策の大綱 

■活力と魅力あふれる産業づくり 

 ➣自然と文化の観光交流圏づくり    【観光】 

 ➣特産品開発と地域ブランド化     【地域ブランド】 

 ➣魅力ある商業の展開         【商業】 

 ➣農業・漁業の振興          【農・水産業】 

 ➣企業誘致と新産業の振興       【工業・新産業・雇用】 

■利便性と快適性を高める基盤づくり 

 ➣幹線道路網の整備          【道路】 

 ➣安全で災害に強いまちづくり     【災害対策】 

 ➣利便性の高い公共交通ネットワークの形成【公共交通】 

 ➣快適で魅力ある市街地の整備     【市街地】 

 ➣上下水道の整備           【上水道】【下水道】 

■地域を支える文化と人を育む環境づくり 

 ➣子育て支援体制の充実        【子育て】 

 ➣生きる力を養う学校教育の充実    【学校教育】 

 ➣生涯学習の推進と歴史文化の継承   【生涯学習】【歴史文化】 

 ➣みんなが元気になるスポーツの振興  【スポーツ】 

 ➣地域で取り組む青少年の健全育成   【青少年健全育成】 

■安心できる暮らしを支える健康・福祉のまちづくり 

 ➣安心を支える地域医療体制の構築   【地域医療】 

 ➣健康づくり             【健康づくり】 

 ➣高齢者が安心して暮らせる福祉の充実 【高齢者福祉】 

 ➣障害者(児)の自立を支える福祉の充実 【障害者福祉】 

 ➣安心のための社会保障        【社会保障】【消費者保護】 

■安全とうるおいのある環境づくり 

 ➣市民が憩う公園・緑地の整備      【公園・緑地】 

 ➣自然とともにあるライフスタイルの推進 【自然環境】 

 ➣河川・海岸の総合的な環境整備     【河川・海岸】 

 ➣地球環境保全活動の推進        【地球環境】【環境衛生】 

 ➣地域ぐるみの防災・防犯活動の推進【防災】【防犯・交通安全】【消防】 

■市民と行政が共に考え、行動するまちづくり 

 ➣市民と行政の協働のまちづくりの推進  【市民協働】 

 ➣市民と行政の情報共有と情報公開の推進 【情報共有】 

 ➣活発なコミュニティ活動の推進     【コミュニティ】 

 ➣身近で便利な市民サービスの充実    【行財政運営】 

 ➣効率的で健全な行財政運営の確立    【行財政運営】 
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②西尾市都市計画マスタープラン 

策定年次 平成 30 年５月 

計画期間 平成 26 年(2014 年)～2024 年 

目標及び 

基本的な施策 

(1)将来都市像 

安全と潤いのある 歴史・文化が息づく創造快適都市 西尾 

 

(2)都市づくりの目標 

■災害に強い都市づくりの推進 

➣市民と行政が協力して防災・減災力の強化に取り組み、市民が安全・
安心に暮らせる都市基盤の整備を進める。 

 

■活力と魅力あふれる都市機能強化・産業振興 

➣既存の都市機能や都市基盤を活用した持続可能な都市づくりに向け
て、中心市街地では西三河地域の都市拠点として機能強化を図るとと
もに、支所の周辺などでは地域生活の拠点を形成し、各拠点間を連携
することで、複数の拠点からなる西尾型の集約型都市構造の構築を進
める。 

 

■定住促進に向けた快適な居住環境の整備 

➣社会の動きに対応した、定住しやすい快適で魅力ある居住環境の整備
を進める。 

 

■市内外の連携を強化する交通網の充実 

➣都市としての一体性を強化するとともに、周辺市町との連携を強化す
る広域的な交通体系の整備を進める。 

 

■豊かな自然環境、歴史・文化の保全・活用 

➣豊かで多様な自然環境を維持・保全するとともに、文化財・史跡などの歴
史的資源を活かした都市づくりを進める。 

 

(3)全体構想・分野別方針 

➣将来都市構造 

➣土地利用の方針(道路・交通、公園・緑地、自然環境・都市景観、都市
防災、その他) 

 

(4)地域別構想 
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③西尾市公共施設再配置基本計画 

策定年次 平成 24 年３月 

再配置対象 ハコモノ系(庁舎・学校・公民館・体育館・市営住宅など) 

基本理念 

及び 

基本方針 

■公共施設再配置の基本理念 

➣３Ｍ(ムリ・ムラ・ムダ)の解消とリスクマネジメント(危機管理戦略) 

➣ハコモノに依存しない行政サービスの提供 
～施設重視から機能優先へ～ 

➣市民と行政が共に考える公共施設の未来 

 

■西尾市公共施設再配置基本方針 

【基本方針１】人口減少に伴って、機能を維持する方策を講じながら、
公共施設の保有総量を段階的に圧縮するため、原則として、新たな公
共施設は建設しない。ただし、政策上、新たな公共施設の建設を計画
した場合、既存施設の廃止を進めることで、施設の保有総量の抑制を
図るものとする。 

○基本戦略１ 公共施設のスクラップ＆ビルドで総量抑制 

 

【基本方針２】現有の公共施設が更新(建替)時期を迎える場合、機能の
優先順位に基づき施設維持の可否を決め、優先度の低い施設は原則と
して、すべて統廃合を検討する。 

○基本戦略２ 機能の優先度は３区分に分け、市民ニーズも踏まえて柔
軟に対応する。 

 

【基本方針３】公共施設のマネジメントを一元化して、市民と共に公共
施設再配置を推進する。 

○基本戦略３ 公共施設再配置の動きを伝えることで市民の理解を深め
る。 
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④西尾市公共施設等総合管理計画 

策定年次 平成 29 年３月 

計画期間 平成 29 年度(2017 年度)～2046 年度 

対象 
公共施設（ハコモノ）、道路・橋りょう等のインフラ施設、プラント施設 

及びハコモノ以外の公共施設 

公共施設等の 

総合的かつ 

計画的な 

管理に関する 

基本的な方針 

■基本理念 

（公共施設再配置計画の基本理念を踏襲） 

 

■数値目標【公共施設】 

①品質目標：予防保全による建物の長寿命化を図り、公共施設の目標 
耐用年数を最長 80年とする。 

②財務目標：30年間の LCC 削減効果目標を 731億円とする。 

③供給目標：30年間の保有総量の削減目標を 16％（約 8万 6千㎡）と 
する。 

 

■基本方針【公共施設】 

①人口減少に伴って、機能を維持する方策を講じながら、公共施設の保
有総量を段階的に圧縮するため、原則として、新しい公共施設は建設
しない。ただし、政策上、新たな公共施設の建設を計画した場合、既
存施設の廃止を進めることで、施設の保有総量の抑制を図るものとす
る。 

②現有の公共施設が更新（建替）時期を迎える場合、機能の優先順位に
基づき施設維持の可否を決め、優先度の低い施設は原則として、すべ
て統廃合を検討する。 

③公共施設のマネジメントを一元化して、市民と共に公共施設再配置を
推進する。 

 

■実施方針 

◆維持管理・修繕･更新等の実施方針 

・中長期的な視点から、維持管理と保全にかかる経費の縮減・平準化を
図ります。 

・事後保全ではなく、予防保全維持管理を取り入れます。 

・老朽化状態・施設機能より、優先的に更新・改修する施設を定めるこ
ととします。 

・広域的な視点から、施設の更新・改修する時期を検討します。 

・施設の併設化・複合化を図ります。 

◆長寿命化の実施方針 

長寿命化にあたっては、施設の重要性や点検・診断等を踏まえて、
施設機能の更新優先度や維持管理方策を検討するなど、効率性や実施
効果が最大となるように努めます。 

公共施設は新設から 30 年ごとに大規模改修工事を実施し、目標耐用
年数を 80 年とします。また、インフラ・プラントについては、各施設
の個別計画により長寿命化の方針を定めるものとします。 

◆統合や廃止の実施方針【公共施設】 

将来的な人口の動向や少子高齢化などの社会情勢の変化等を踏ま
え、施設の必要性を検討します。必要でないと判断された施設につい
ては、他の用途施設として利活用できるかを検討し有効活用を図るも
のとし、他に利活用できない場合には廃止することとします。引き続
き必要と判断された施設についても、更新の際には周辺施設や同種施
設等との統合や、他施設と併設化・複合化することを検討します。 
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⑤西尾市建築物耐震改修促進計画 

策定年次 平成 25 年２月 

計画期間 平成 25 年度(2013 年度)～2020 年度の８年間(国の施策年限) 

目標及び 

基本的な施策 

(1)耐震化の目標 

・住宅の耐震化の目標：平成 24年度(69.9%)⇒平成 32年度(95.0%) 

 

(2)耐震化推進の基本的な施策 

■耐震化を促進するための環境整備 

 ➣耐震化促進の体制整備 

 ➣相談窓口の設置 

 ➣耐震診断技術者の育成支援 

 ➣地域の建築関係団体との連携の促進 

 ➣「防災リーダー」「耐震化アドバイザー」との連携 

■防災まちづくりと耐震化に向けた啓発・知識の普及 

 ➣防災まちづくり 

・耐震診断ローラー作戦 

・地域ぐるみ耐震化支援 

・学校教育と連携した取組 

・福祉と連携した取組 

・市内企業との取組 

 ➣耐震化及び減災化に向けた啓発・知識の普及 

・啓発資料・インターネット・ＰＲパネル等を活用した情報提供 

・揺れやすさ・液状化危険度マップの作成・公表 

・不動産取引を通じた耐震化に関する事項の周知・啓発 

■関連する安全対策 

 ➣建築物の敷地の安全対策 

➣狭あい道路沿いの住宅の耐震化の促進 

 ➣津波対策 

 

(3)住宅の耐震化及び減災化の促進 

■耐震化の促進 

 ➣耐震診断の実施 

・木造住宅の無料耐震診断の促進 

・非木造住宅の耐震診断の促進 

 ➣耐震改修費補助の実施・検討 

・民間木造住宅の耐震改修費の補助 

・民間木造住宅の取壊し費の補助 

・非木造住宅への支援策の検討 

 ➣耐震診断から耐震改修への円滑な移行の支援 

 ➣住宅所有者の状況にあわせた各種耐震改修に関する支援制度創設の検討 

 ➣リフォームにあわせた耐震改修の誘導 

 ➣住宅に係る耐震改修促進税制の検討 

■減災化の促進 

 ➣ブロック塀の撤去費の補助制度の拡大 

 ➣段階的耐震改修の支援制度の拡大 

 ➣耐震シェルター設置費の補助の促進 

 ➣家具の転倒防止対策費の補助 
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⑥西尾市住生活基本計画 

策定年次 平成 25 年３月 

計画期間 平成 25 年度(2013 年度)～2022 年度までの 10 年間 

目標及び 

基本的な施策 

(1)住宅施策の基本理念と基本目標 

基本理念：次代に伝える 心豊かで魅力あふれる 住み続けたいまちづくり 

基本目標 

１.住み続けたい住まい・まちづくり 

２.西尾市の魅力あふれるまちづくり 

３.みんながともに暮らせる環境づくり 

４.暮らしを支える住宅セーフティネットづくり 

 

(2)住宅施策の展開 

基本目標１ 住み続けたい住まい・まちづくり 

➣災害に強い住まい・まちづくり 

➣安全に暮らせる住まい・まちづくり 

➣環境にやさしい住まい・まちづくり 

 

基本目標２ 西尾市の魅力あふれるまちづくり 

➣良好な住まい・まちづくり 

➣暮らしを彩る緑の街なみづくり 

➣魅力あふれる住まい・まちづくり 

 

基本目標３ みんながともに暮らせる環境づくり 

➣みんなが暮らしやすい住まい・まちづくり 

➣子育てしやすい住まい・まちづくり 

➣住まいの情報が手に入れやすい環境づくり 

➣みんなで学ぶ住まい・まちづくり 

 

基本目標４ 暮らしを支える住宅セーフティネットづくり 

➣民間賃貸住宅を活用した住宅セーフティネットの強化 

➣市営住宅の再生による住宅セーフティネットの充実 

➣市営住宅を活かした暮らしの拠点づくり 
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⑦愛知県住生活基本計画 2025 

策定年次 平成 29 年３月 

計画期間 平成 28 年度(2016 年度)～2025 年度の 10 年間 

目標及び 

基本的な施策 

Ⅰ 「安全・安心」に暮らす 

目標１ 南海トラフなどの大規模自然災害に備えた住まい・まちづくり 

・地震などの災害に強い住まい・まちづくり 

・大規模災害発生後の復興体制づくり 

 

目標２ 高齢者などが自立して暮らすことができる居住環境の実現 

・高齢者・障害者などが暮らしやすい居住環境の整備 

 

目標３ 住宅の確保に特に配慮を要する者の居住の安定の確保 

・公営住宅の適切な管理と供給 

・民間賃貸住宅における入居円滑化の推進 

 

Ⅱ 住まいを「未来」につなぐ 

目標４ 世代をつないで使える良質な住まいの供給 

・資産として継承できる良質な住宅の供給 

・地域の住宅生産者の育成と地域材を活かした住まいづくり 

・防犯性の高い住まい・まちづくり 

 

目標５ リフォームなどの推進による良質な住宅ストックの形成と流通促進 

・リフォーム・リノベーションの推進 

・マンションの適切な管理と再生の促進 

・住まいが円滑に流通する環境の整備 

 

目標６ 地域を生かす空き家の利活用の推進 

・地域の特性に応じた空き家の活用・除却 

 

Ⅲ あいちの「魅力」を高める 

目標７ あいちの強みを生かした豊かな住まい・まちづくり 

・ゆとりある住環境を生かした若年世帯を応援する住まい・まちづくり 

・環境に配慮した持続可能な住まい・まちづくり 

 

目標８ リニア開業を見据えた人を惹きつける住まい・まちづくり 

・良好な市街地整備の推進 

・地域が主体となって進めるまちづくり 
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第2 章 西尾市の住生活の概況 

2-1 ◆人口・世帯 

①人口・世帯ともに増加傾向を維持 

近年の人口・世帯数は、合併以前の緩やかな増加傾向を合併以降も維持しており、平

成 30 年１月１日現在、人口 171,880 人、世帯数 63,378 世帯となっています。また、世

帯当たり人員は合併以降も減少傾向で、平成 30 年１月１日現在で 2.71 人／世帯となっ

ています。 

図表 2-1 近年の人口・世帯数の推移【出典：住民基本台帳（各年 1月 1日）】 

 

図表 2-2 人口・世帯数の推移 

【出典：住民基本台帳（各年 1月 1日）】 

 
* 平成 22年以前の人口・世帯数は、旧西尾市・一色町・

吉良町・幡豆町の合併（平成 23年 4月 1日）以前の数

値を合計したものとしています。 
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②今後 10年の間には人口の減少局面に突入 

国立社会保障・人口問題研究所（社人研、以下同じとする。）の『日本の地域別将来

推計人口（平成 25 年 3 月推計）』によると、2020 年以降には人口の減少局面となり、

2040年には 148,846 人になると見込んでいます。 

なお、2040 年には人口に占める 65 歳以上の高齢者の割合が 31.5％になると見込まれ

ています。 

図表 2-3 人口・世帯数の将来推移 

【出典：実績値は各年国勢調査、 

推計値は社人研『日本の地域別将来推計人口（平成 25年 3月推計）』】 

 

図表 2-4 年齢３区分人口割合の将来推移 

【出典：実績値は平成 27年国勢調査、 

推計値は社人研『日本の地域別将来推計人口（平成 25年 3月推計）』】 
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③少子高齢化が確実に進んでいる 

平成２年からの変化では、高齢者(65 歳以上)人口割合は 12.7 ポイント上昇、年少者

(0～14 歳)人口割合は 4.9 ポイント低下となっており、少子高齢化は確実に進んでいま

す。 

図表 2-5 年齢３区分別人口割合の変化 

【出典：各年国勢調査、住民基本台帳（平成 30年 10月 1日）】 

 

 

高齢者単独世帯・高齢者夫婦世帯をあわせた高齢者のみの世帯数も、平成 22 年から平
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図表 2-6 高齢者のみ世帯の推移【出典：各年国勢調査】 
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④全国平均に比べ生産年齢人口割合が維持されている 

平成 27 年の国勢調査で本市の 5 歳階級別の人口構成をみると、35～49 歳の年齢層が

35,434 人と多く、全人口の 21.1％を占めています。また、この年齢層では男性が女性の

1.11倍多くなっていますが、70歳以上では女性が男性より多くなっています。 

図表 2-7 人口ピラミッド（西尾市）【出典：平成 27年国勢調査】 

 

県と本市はいずれも 40～44 歳を中心とした働き盛りの人口が多い傾向にあります。こ
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この年代では女性に比べて男性が多いのも特徴です。 

図表 2-8 人口ピラミッド（愛知県）【出典：平成 27年国勢調査】 
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一方で、全国的には 65～69 歳の人口が 40～44 歳とほぼ均衡しており、0～4 歳人口の

女性は 4％を下回っています。 

図表 2-9 人口ピラミッド（全国）【出典：平成 27年国勢調査】 
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2-2 ◆住宅・住環境の現状 

①住宅ストックの増加、空き家の増加 

西尾市の住宅総数は、平成 15 年から平成 25 年にかけて増加し 60,810戸となっていま

す。そのうち、居住世帯のある住宅が 52,420 戸となっています。 

図表 2-10 住宅ストック数の経年変化【出典：各年住宅・土地統計調査】 

 

西尾市の空き家については、長屋建・共同住宅等の賃貸住宅の割合が高く、空き家全

体の 61.1％となっています。愛知県と比べると、西尾市が一戸建の割合が約 1/3 である

のに対し、愛知県が約 1/4 で、西尾市の一戸建の空き家の割合が比較的高いことがわか

ります。 

図表 2-11 空き家の種類【出典：平成 25年住宅・土地統計調査】 
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また、構造別の長屋建・共同住宅等の空き家賃貸住宅のうち、木造が 3.9％、非木造

住宅が 96.1％となっています。 

図表 2-12 木造・非木造住宅の割合【出典：平成 25年住宅・土地統計調査】 

 

 

②持ち家率が高く、民間借家率が低い 

西尾市の住宅の所有関係は、持ち家率（住宅総数）が 73.9％となっています。 

借家の比率が低く、民間借家は 17.8％となっています。 

図表 2-13 住宅の所有関係【出典：平成 25年住宅・土地統計調査】 

 

図表 2-14 専用住宅の持ち家数、持ち家率の推移【出典：各年住宅・土地統計調査】 
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③借家におけるバリアフリー化率が低い 

高齢者や障害者のための設備（手すりの設置、屋内の段差解消、車いすで通行可能な

廊下幅のいずれか）を有する住宅の割合は、持ち家では 67.5％、借家では 25.8％となっ

ており、平成 20 年調査と比較して 2 ポイント程度改善していますが、いまだ借家におい

て未対応の住宅が多くなっています。 

図表 2-15 高齢者・障害者のための設備を有する割合 

【出典：平成 25年住宅・土地統計調査】 

 

設備の箇所としては持ち家・借家とも「手すり」の設置割合がもっとも高く、持ち家

では「段差のない屋内」や「またぎやすい高さの浴槽」の割合も高くなっています。平

成 20 年調査と比較すると、持ち家の「段差のない屋内」と借家の「手すりがある」が大

きく改善していますが、「またぎやすい高さの浴槽」などは逆に低下しています。 

図表 2-16 高齢者・障害者のための設備の内訳 

【出典：平成 25年住宅・土地統計調査】 
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④居住面積水準が低い世帯は借家に多い 

平成 25 年における本市の最低居住面積水準以上・誘導居住面積水準（都市居住型、以

下同じとする。）未満の世帯は 29.1％、誘導居住面積水準以上は 66.0％であり、解消を

目指すべきとされる最低居住面積水準未満の世帯の割合は平成 15 年以降引き続き上昇傾

向にあります。 

図表 2-17 居住水準の変化【出典：平成 25年住宅・土地統計調査】 

 

平成 25 年の居住面積水準を住宅の所有別（持ち家または借家）でみると、居住面積水

準は持ち家の方が高いことが顕著となっています。誘導居住面積水準以上世帯の比率は

持ち家が借家の 4 倍以上、最低居住面積水準以上・誘導居住面積水準未満世帯の比率は

持ち家が借家の 1/4 以下で、最低居住面積水準を下回る世帯のほとんどは借家世帯と

なっています。 

図表 2-18 持ち家・借家別の居住水準【出典：平成 25年住宅・土地統計調査】 

 

図表 2-19 （参考）居住面積水準 

【出典：住生活基本計画(全国計画)（平成 28年 3月 18日）】 

区分 単身 ２人 ３人 

最低居住面積水準 25㎡ 30㎡ 40㎡ 

誘導居住面積水準 
都市居住型 40㎡ 55㎡ 75㎡ 

一般型 55㎡ 75㎡ 100㎡ 
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⑤家族成長期及び高齢単身世帯で居住水準が低い傾向にある 

居住面積水準を家族類型別でみると、誘導居住面積水準以上世帯の比率は、｢65 歳以

上の単身｣は 74.2％、「夫婦のみ」が 81.9％となっています。これは、65 歳以上でも夫

婦で暮らしていた広い家に住み続けていること、夫婦共働きにより比較的広い住戸で暮

らしていることが推察されます。 

一方、子どもが 10 歳～17 歳の世帯では 53.7％にとどまっており、また最低居住面積

水準未満世帯の比率が 8.6％と最も高くなっています。家族成長期にある世帯の収入で

は、世帯人員に見合った広さの住宅を確保することが難しい状況がうかがえるとともに、

少子高齢化の原因の一端となっていると推察されます。 

図表 2-20 家族類型別の居住水準【出典：平成 25年住宅・土地統計調査】 
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5.0%

1.8%

2.3%

3.2%

53.7%

16.8%
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所有関係別の世帯の年間収入（世帯全員の年間税込み収入額の合計）を階級別でみる

と、400万円未満（公営住宅の収入基準である収入分位 25%のうち、３人世帯での年間粗

収入額）の世帯は、持ち家では約 29％、公営借家では 81％、民営借家では約 59％となっ

ています。 

持ち家では 500～700 万円の階級が最も多く 9,470 世帯となっており、次いで 700～

1,000 万円の階級で 7,660 世帯となっています。 

公営の借家では、100～200 万円未満の世帯が最も多く 430 世帯、次いで 100 万未満の

世帯が 230 世帯、200～300 万円の階級で 200世帯となっています。 

民営借家では 300～400 万円の階級が最も多く 1,980 世帯、次いで 200～300 万円の階

級で 1,580 世帯となっています。 

図表 2-21 所有関係別、世帯の年間収入階級【出典：平成 25年住宅・土地統計調査】 
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⑥高齢者世帯は持ち家が多く、比較的広い住宅に住む 

高齢単身者及び高齢者夫婦のみの世帯の居住状況を県と比較すると、持ち家率が県よ

り高くなっています。 

図表 2-22 所有関係別の高齢者世帯数【出典：平成 25年住宅・土地統計調査】 

 

また、100 ㎡以上の住宅の割合が県より高く、広い住宅に住んでいる世帯が多い傾向

がみられます。 

図表 2-23 住宅の規模別の高齢者世帯数【出典：平成 25年住宅・土地統計調査】 
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⑦持ち家は経済動向をほぼ反映、貸家の新設着工ピークは 10年前 

本市の新設着工住宅戸数（持ち家）の長期推移をみると、バブル崩壊後の経済不況を

反映し景気の底といわれた平成 13年まで減少傾向が続いていました。 

以後も大きな変動はありませんが、概ね消費の動向に即した変動となっています。 

図表 2-24 市内における持ち家の新築着工住宅戸数の長期推移【出典：各年建築統計年報】 

 

本市の新設着工住宅戸数（貸家）の長期推移をみると、世界金融危機が 9 月に発生し

た平成 20 年まではほぼ継続的に増加傾向にありましたが、以後はピークの半数以下で推

移しています。消費税増税の経過措置期間だった平成 24 年は駆け込みの建設需要が発生

したと考えられますが、翌 25年には平成 7 年以後で最も少ない着工戸数となりました。 

変動の大きさは、概ね設備投資の動向に即したものと考えられます。 

図表 2-25 市内における貸家の新築着工住宅戸数の長期推移【出典：各年建築統計年報】 
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2-3 ◆公的賃貸住宅の状況 

平成 28年度末現在の西尾市内における県営住宅の管理戸数は 859戸で、近隣市町と比

べると中程度の規模となっています。市営住宅の管理戸数は 1,226 戸で、近隣市町と比

べると岡崎市、豊田市に次ぐ規模となっています。 

図表 2-26 公的賃貸住宅の管理戸数（平成 28年度末時点） 

【出典：平成 29年度刊 愛知県統計年鑑】 

 

人口あたりの管理戸数は市営住宅が 7.3 戸／千人で岡崎市・碧南市・刈谷市と同程度、

公営住宅全体では 12.4戸／千人で岡崎市・刈谷市・安城市と同程度となっています。 

図表 2-27 人口千人あたりの公的賃貸住宅数（平成 28年度末時点） 

【出典：平成 29年度刊 愛知県統計年鑑】 
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第3 章 市営住宅事業の概況と需要の見通し 

3-1 ◆市営住宅の状況 

①管理戸数の状況 

市営住宅は、平成 30 年 4 月 1 日現在で 25 団地 1,214 戸（用途廃止の決まっている木

造住宅を除く）となっています。 

図表 3-1 市営住宅と住棟の概要【西尾市（平成 30年 4月 1日）】 

団地名 

管理 

戸数 

(戸) 

棟名 構造*1 
建設 

年度 

棟数 

(棟) 

棟別 

戸数 

(戸) 

住戸 

面積 

(㎡) *2 

住棟 

面積 

(㎡) *3 

建設後 

経過年数 

(年) 

法定 

耐用年数

(年) *4 

耐用年数 

残り 

(年) *5 

巨海 19 - 
簡平 

(CB) 
S38 6 19 31.0 590.7 55 30 ▲25 

鎌谷 65 - 
簡平 

(CB) 

S39 6 20 31.0 621.8 54 30 ▲24 

S40 11 45 31.0 1,399.1 53 30 ▲23 

室 12 - 
簡平 

(CB) 
S41 3 12 32.0 384.6 52 30 ▲22 

野々宮 20 - 
簡平 

(CB) 
S41 5 20 32.0 641.0 52 30 ▲22 

父橋 35 - 
簡平 

(CB) 
S42 9 35 32.0 1,121.8 51 30 ▲21 

中原 40 - 
簡平 

(CB) 

S43 6 30 32.0 961.5 50 30 ▲20 

S44 2 10 32.0 320.5 49 30 ▲19 

中野郷 237 

H,G 棟 簡平 

(PC) 
S44 

2 10 39.4 1,210.5 49 30 ▲19 

A～F 棟 6 24 34.0  49 30 ▲19 

L～P 棟 
簡二 

(PC) 

S45 
5 18 39.3 1,946.9 48 45 ▲3 

I～K 棟 3 29 42.7  48 45 ▲3 

Q～U 棟 S46 5 32 39.3 1,257.6 47 45 ▲2 

V 棟 

中耐 

(PC) 

S46 1 24 41.7 1,159.9 47 70 23 

Z 棟 
S47 

1 20 41.7 1,520.7 46 70 24 

X 棟 1 30 44.0 966.6 46 70 24 

Y 棟 
S48 

1 20 41.7 1,520.7 45 70 25 

W 棟 1 30 44.0 966.6 45 70 25 

下町 59 
2 号棟 中耐 

(RC) 

S56 1 35 50.7 2,278.2 37 70 33 

1 号棟 S57 1 24 52.7 1,630.7 36 70 34 

宮浦 124 

A 棟 

中耐 

(RC) 

S59 
1 16 69.0 1,297.0 34 70 36 

B 棟 1 24 66.7 1,890.7 34 70 36 

C 棟 
S60 

1 24 66.7 1,890.7 33 70 37 

D 棟 1 18 69.0 1,459.1 33 70 37 

E 棟 
S61 

1 24 66.7 1,890.7 32 70 38 

F 棟 1 18 69.0 1,459.1 32 70 38 

犬塚 36 
2 棟 中耐 

(RC) 

H2 1 18 67.5 1,418.4 28 70 42 

1 棟 H3 1 18 69.0 1,445.9 27 70 43 

住崎 28 

A 棟 
中耐 

(RC) 

H9 1 16 72.0 1,263.4 21 70 49 

B 棟 
H10 1 

10 72.0 180.9 20 70 50 

B 棟 2 84.9 789.6 20 70 50 

対米 179 

- 
簡平 

(PC) 

S39 13 52 31.4 1,636.4 54 30 ▲24 

S40 13 51 31.4 1,605.0 53 30 ▲23 

S41 7 28 31.4 881.2 52 30 ▲22 

- 
簡二 

(PC) 

S40 2 12 42.7 512.9 53 45 ▲8 

S41 4 24 42.7 1,025.8 52 45 ▲7 

S42 2 12 42.7 512.9 51 45 ▲6 
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団地名 

管理 

戸数 

(戸) 

棟名 構造*1 
建設 

年度 

棟数 

(棟) 

棟別 

戸数 

(戸) 

住戸 

面積 

(㎡) *2 

住棟 

面積 

(㎡) *3 

建設後 

経過年数 

(年) 

法定 

耐用年数

(年) *4 

耐用年数 

残り 

(年) *5 

味浜 58 

1 号棟 
耐二 

(RC) 
H14 1 

6 59.4 356.4 16 70 54 

2 59.9 119.8 16 70 54 

4 60.0 240.0 16 70 54 

2 号棟 
中耐 

(RC) 

H14 1 

7 59.4 415.8 16 70 54 

7 70.2 284.0 16 70 54 

4 71.0 491.4 16 70 54 

3 号棟 H15 1 
16 70.2 852.0 15 70 55 

12 71.0 1,123.2 15 70 55 

大切間 28 - 
簡平 

(CB) 
S41 8 28 32.0 897.4 52 30 ▲22 

神ノ木 20 - 
簡平 

(CB) 
S42 7 20 32.0 641.0 51 30 ▲21 

神明塚 16 - 
簡平 

(CB) 
S43 5 16 32.0 512.8 50 30 ▲20 

木田 20 - 
簡平 

(CB) 
S44 

2 8 36.0 673.2 49 30 ▲19 

3 12 32.0  49 30 ▲19 

王塚 30 - 
簡二 

(PC) 

S45 
2 12 42.7 748.9 48 45 ▲3 

1 6 39.3  48 45 ▲3 

S47 2 12 42.7 513.0 46 45 ▲1 

元屋敷 52 
A 棟 中耐 

(RC) 

S46 1 26 32.4 1,289.1 47 70 23 

B 棟 S47 1 26 35.3 1,434.9 46 70 24 

富好 32 - 
中耐 

(RC) 
S48 1 32 35.3 1,620.4 45 70 25 

須原 24 - 
中耐 

(RC) 
S50 1 24 51.7 1,419.4 43 70 27 

埋畑 24 - 
中耐 

(RC) 
H8 1 24 70.6 1,949.4 22 70 48 

鳥羽 24 

1-7, 

8-13 簡二 

(PC) 
S47 

2 12 42.7 987.0 46 45 ▲1 

14-19, 

20-25 
2 12 39.5  46 45 ▲1 

鳥羽第 2 16 
A 棟 簡二 

(PC) 
S51 

1 8 55.4 840.5 42 45 3 

B 棟 1 8 49.6  42 45 3 

鳥羽第 3 16 
A 棟 耐二 

(RC) 
S63 

1 8 64.8 970.4 30 70 40 

B 棟 1 8 56.4  30 70 40 
*1 構造：【簡平】簡易耐火構造平屋建、【簡二】簡易耐火構造二階建、【耐二】耐火構造二階建、 

【中耐】中層耐火構造 
*2 住戸面積：1戸あたりの規則で定める面積 
*3 住棟面積：共有部分、自転車置き場物置等を含まない。 
*4 法定耐用年数：建設省告示（平成 8年第 1783号）による。 
*5 耐用年数残り：耐用年数残り：平成 30年度末で計算（▲印は法定耐用年数からの経過年数を表す）。 

 

図表 3-2 （参考）市営住宅ストックの構造と耐用年数の区分 

【出典：公営住宅法施行令】 

名称 階高 躯体の構造 法定耐用年数 

簡平 1 階 
簡易耐火構造 

30 年 

簡二 2 階 45 年 

低耐 1～2 階 

耐火構造 70 年 中耐 3～5 階 

高耐 6 階以上 
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②敷地の状況 

現存の市営住宅はいずれも法定建替の要件となる敷地面積 1,000 ㎡を満たしています

が、3,000 ㎡未満のやや小規模な団地が吉良・幡豆エリアを中心に 10 団地あります。 

図表 3-3 市営住宅の敷地の概要【西尾市（平成 30年 4月 1日）】 

団地名 所在地 
敷地面積 

（㎡） 
用途地域 

建ぺい率 

/容積率 

（％） 

小学 

校区 

中学 

校区 

管理 

戸数 

(戸) 

巨海 巨海町泉田 60-2 2,623.89 第一種住居地域 他 60/200 寺津 寺津 19 

鎌谷 鎌谷町大河田 6 11,014.04 指定なし 60/200 福北 福地 65 

室 室町中川原 17-2 2,285.09 指定なし 60/200 室場 東部 12 

野々宮 野々宮町茶木 2 3,259.48 指定なし 60/200 福南 福地 20 

父橋 室町中屋敷 80 6,964.02 指定なし 60/200 室場 東部 35 

中原 中原町堀割 16-1 6,042.18 指定なし 60/200 八ツ面 鶴城 40 

中野郷 中原町半谷 20 20,240.59 指定なし 60/200 八ツ面 鶴城 237 

下町 下町宮東 12-1 5,699.53 第一種住居地域 60/200 西野町 鶴城 59 

宮浦 米津町宮浦 68 13,224.73 第一種住居地域 60/200 米津 鶴城 124 

犬塚 中畑一丁目 56 4,387.70 
第一種中高層 

住居専用地域 
60/150 中畑 平坂 36 

住崎 住崎町荒子 28-1 3,597.39 工業地域 60/200 西尾 西尾 28 

対米 一色町対米三斗蒔 1 23,152.20 
第一種中高層 

住居専用地域 
60/150 一色東部 一色 179 

味浜 一色町味浜上乾地 20 6,549.91 第一種住居地域 他 60/200 一色中部 一色 58 

大切間 吉良町吉田大切間 5 3,748.42 第一種住居地域 他 60/200 吉田 吉良 28 

神ノ木 吉良町上横須賀神ノ木 14-1 3,411.15 
第一種中高層 

住居専用地域 他 
60/150 横須賀 吉良 20 

神明塚 吉良町吉田神明塚 30 2,095.72 第一種住居地域 60/200 吉田 吉良 16 

木田 吉良町木田祐言 75 2,776.66 
第一種中高層 

住居専用地域 
60/150 横須賀 吉良 20 

王塚 吉良町友国王塚 24 4,161.88 指定なし 60/200 津平 吉良 30 

元屋敷 吉良町上横須賀元屋敷 50 3,465.92 第一種住居地域 60/200 横須賀 吉良 52 

富好 吉良町富好新田中川並 27 2,162.81 第一種住居地域 60/200 白浜 吉良 32 

須原 吉良町吉田須原 33-1 1,543.06 指定なし 60/200 吉田 吉良 24 

埋畑 吉良町荻原埋畑 91-1 2,860.63 指定なし 60/200 荻原 吉良 24 

鳥羽 鳥羽町十三新田 46-18 2,197.53 指定なし 60/200 幡豆 幡豆 24 

鳥羽第 2 鳥羽町十三新田 1-32 2,276.10 指定なし 60/200 幡豆 幡豆 16 

鳥羽第 3 鳥羽町十三新田 1-35 2,374.48 指定なし 60/200 幡豆 幡豆 16 

敷地面積 小計 142,115.11 管理戸数 小計 1,214 

新荒子 戸ケ崎町宝美 58 3,880.90 指定無し 60/200 八ツ面 鶴城 - 

北新田 平坂町中奥 4 4,829.68 第一種住居地域 他 60/200 平坂 平坂 - 

生田 一色町生田竹生新田 5-4 2,228.55 指定無し 60/200 東部 一色 - 

東入舟 一色町一色東上ニノ割 9-1 2,376.09 第一種住居地域 60/200 南部 一色 - 

赤羽 一色町赤羽東乾地 29 1,412.72 第一種住居地域 60/200 西部 一色 - 

藤江 一色町藤江宮西 30 1,262.80 指定なし 60/200 南部 一色 - 

治明 一色町治明丑新田北ノ切 245 1,140.49 指定無し 60/200 西部 一色 - 

分散佐久島 一色町佐久島入ヶ浦 14-1 257.85 指定なし 60/200 佐久 佐久 - 

敷地面積 合計 17,389.08 管理戸数 合計 1,214 
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③配置の状況 

西尾市の市営住宅は、その半数以上が旧西尾地区で供給されています。 

一方、人口・世帯数あたりの戸数を地区別に見ると、旧西尾地区・幡豆地区に比べて

一色地区・吉良地区で多くなっています。 

図表 3-4 市営住宅の団地数分布 

【西尾市（平成 30年 4月 1日）】 

 

図表 3-5 市営住宅の戸数分布【西尾市（平成 30年 4月 1日）】 

町名 
人口 

（人） 

世帯数 

（世帯） 

市営住宅 

（戸） 

1,000 人 

あたり戸数 

（戸/1,000 人） 

100 世帯 

あたり戸数 

(戸/100 世帯) 

旧西尾地区 114,267 44,020 639 5.6  1.5  

一色地区 23,446 7,891 273 11.6  3.5  

吉良地区 22,475 7,708 246 10.9  3.2  

幡豆地区 11,711 4,035 56 4.8  1.4  

 

旧西尾地区

52.6%

一色地区

22.5%

吉良地区

20.3%

幡豆地区

4.6%
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また、市営住宅 25 団地のうち管理戸数が 20 戸未満の団地は 4 団地で、小規模な団地

は少なくなってきています。100 戸を超える団地は宮浦（124 戸）、対米（179 戸）及び

中野郷住宅（237 戸）です。 

県営住宅は旧西尾地区と一色地区で供給されています。 

図表 3-6 県営住宅、市営住宅の分布 

【西尾市（平成 30年 4月 1日）】 
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3-2 ◆市営住宅ストックの状況 

①建設年・構造別の状況 

市営住宅を建設の年代別にみると、昭和 41～45年に建設された住宅が 29.2％（354戸）

で最も多く、次いで昭和 46～50 年の建設が 24.7％（300 戸）となり、昭和 50 年以前に

建設された住宅で全体の７割を超えます。 

図表 3-7 建設年別の市営住宅戸数 

【西尾市（平成 30年 4月 1日）】 

 

また、構造別にみると簡平が 36.2％（440 戸）、簡二が 16.2％（197 戸）、低耐が

2.3％（28 戸）、中耐が 45.2％（549 戸）となっています。 

図表 3-8 構造別の市営住宅戸数 

【西尾市（平成 30年 4月 1日）】 
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市営住宅を建設年・構造別にみると、昭和 45 年以前の 553 戸はすべて簡平・簡二と

なっています。昭和 46 年～50 年ごろから中耐が多くなり、現行の耐震基準となる昭和

56年以降に建設された市営住宅はすべて耐火構造となっています。 

図表 3-9 建設年・構造別の市営住宅戸数 

【西尾市（平成 30年 4月 1日）】 
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②住戸の面積・構造別の状況 

市営住宅を住戸の面積から見ると、40 ㎡未満が 592 戸と最も多く、40～50 ㎡未満の

245戸、70 ㎡以上の 215戸となっています。 

図表 3-10 面積別の市営住宅戸数 

【西尾市（平成 30年 4月 1日）】 

 

住戸の面積を構造別に見ると、簡平 440 戸はすべて 40 ㎡未満となっています。また、

簡二では 40～50 ㎡未満が多く、中耐は 70 ㎡以上が最も多く、次いで 40～50 ㎡未満と

なっています。 

図表 3-11 面積・構造別の市営住宅戸数 

【西尾市（平成 30年 4月 1日）】 
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③住戸の面積・建設年別の状況 

住戸の面積を建設年別に見ると、昭和 30～40 年代には、40 ㎡未満の住戸を中心に多

くの市営住宅を供給していました。昭和 50年以降は居住水準の向上が課題となり、60㎡

以上の規模を中心に供給を行っています。 

図表 3-12 面積・建設年別の市営住宅戸数 

【西尾市（平成 30年 4月 1日）】 

 

④ストックの維持管理にかかる取組状況 

近年は西尾市市営住宅長寿命化計画に基づき適切な維持管理に取り組んでいますが、

住宅ストックの更新・改善にかかる取組は今後の大きな課題となっています。 

適切なストックマネジメントの基盤として、市営住宅のストックの状況を的確に把握

し管理する必要があることから、市営住宅の現状をストック活用カルテとして、近年の

修繕工事等の概要と合わせて別途整理します。 
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3-3 ◆市営住宅入居世帯の状況 

①団地別の入居状況 

平成 30年 4月 1日時点における市営住宅の入居世帯数は 979世帯で、全体の入居率は

80.6％です。建替え計画に向けて、政策的に入居募集を停止している対米住宅および元

屋敷住宅では入居率が大きく低下しています。 

図表 3-13 団地別の入居世帯数及び入居率 

【西尾市（平成 30年 4月 1日）】 

団地名 世帯数 戸数 入居率 

巨海 15  19  78.9% 

鎌谷 59  65  90.8% 

室 12  12  100.0% 

野々宮 17  20  85.0% 

父橋 33  35  94.3% 

中原 35  40  87.5% 

中野郷 196  237  82.7% 

下町 52  59  88.1% 

宮浦 112  124  90.3% 

犬塚 35  36  97.2% 

住崎 26  28  92.9% 

対米 84  179  46.9% 

味浜 46  58  79.3% 

大切間 25  28  89.3% 

神ノ木 19  20  95.0% 

神明塚 13  16  81.3% 

木田 19  20  95.0% 

王塚 28  30  93.3% 

元屋敷 23  52  44.2% 

富好 30  32  93.8% 

須原 23  24  95.8% 

埋畑 20  24  83.3% 

鳥羽 21  24  87.5% 

鳥羽第 2 12  16  75.0% 

鳥羽第 3 16  16  100.0% 

合計 979  1,214  80.6% 
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②世帯主の年齢 

世帯主が 60～70 歳代の世帯が多くなっています。40 歳未満の世帯主が占める割合は

9.4％、60歳以上の世帯主が占める割合は 65.4％です。 

図表 3-14 世帯主の年齢別世帯数 

【西尾市（平成 30年 4月 1日）】 

 

③世帯人員 

入居世帯のうち、単身世帯は 456 世帯で半数近くを占めています。3 人以上の世帯の

割合は 23.4％です。 

図表 3-15 世帯人員別の世帯数 

【西尾市（平成 30年 4月 1日）】 
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④世帯の類型 

入居世帯のうち、母子・父子家庭は 76 世帯、障害者世帯は 86 世帯です。 

図表 3-16 世帯の類型別世帯数 

【西尾市（平成 30年 4月 1日）】 
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3-4 ◆市営住宅の需要の見通し 

①募集・応募の状況 

市営住宅は、過去 8 年（平成 23～30 年度）で各年平均 45 戸程度の入居募集を行って

います。応募倍率は 0.9～2.6倍で、直近の 3年では倍率 1.0を下回っています。 

図表 3-17 近年の募集戸数と応募件数、応募倍率 

【西尾市（各年、平成 30年度は 9月分まで）】 

募集年度 
募集数 

(戸) 

申込数 

(人) 

倍率 

(人/戸) 

平成 23 年 39 72 1.8 

平成 24 年 66 82 1.2 

平成 25 年 49 127 2.6 

平成 26 年 54 135 2.5 

平成 27 年 45 87 1.9 

平成 28 年 42 39 0.9 

平成 29 年 24 21 0.9 

平成 30 年 40 35 0.9 

構造別に応募倍率をみると、簡平が 1.1倍、簡二が 0.3倍、低耐が 1.0倍、中耐が 2.3

倍で、簡二住宅への申し込みの少なさが際立っています。 

図表 3-18 構造別の募集戸数と応募件数、応募倍率 

【西尾市（平成 23年 4月～平成 30年 9月）】 

 募集数 申込数 倍率 

簡平 88 97 1.1 

簡二 63 19 0.3 

低耐 3 3 1.0 

中耐 205 479 2.3 

合計 359 598 1.7 
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②市の将来世帯数の推計 

国が公営住宅等長寿命化計画策定指針（平成 28年 8 月、以下「国指針」といいます。）

とあわせて提供する公営住宅ストック推計プログラムに基づき、市の将来世帯数を推計

します。 

当該プログラムでは、国立社会保障・人口問題研究所（以下「社人研」という）の

『日本の地域別将来推計人口（平成 25年 3 月推計）』から市の将来人口を、同じく社人

研の『「日本の世帯数の将来推計（都道府県別推計）」（2014 年 4 月推計）』で示す

『世帯主の男女・年齢 5 歳階級別・家族類型別世帯主率』及び過去の国勢調査（1995～

2010年）における「県市の世帯主率の相対的格差」を基に市の世帯主率を求めます。 

 

推計の結果、西尾市の将来世帯数は 2020 年度央に 55,870 世帯でピークを迎え、2030

年度央で 55,223世帯、2040 年度央で 53,323 世帯となります。 

図表 3-19 将来世帯数の予測 

【出典：日本の地域別将来推計人口（平成 25年 3月推計） 

「日本の世帯数の将来推計（都道府県別推計）」（2014年 4月推計）】 

 

 

54,390 55,327 55,870 55,695 55,223 54,240 53,323 

165,298 165,128 163,491 160,776 
157,376 

153,424 
148,846 

3.04 

2.98 

2.93 

2.89 

2.85 
2.83 

2.79 

2.5

2.6

2.7

2.8

2.9

3

3.1

3.2

3.3

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

140,000

160,000

180,000

2010年 2015年 2020年 2025年 2030年 2035年 2040年

世帯数(世帯) 人口(人) 世帯あたり人員(人/世帯)



 38 

③将来世帯数に基づく需要の推計 

最低居住面積水準を満たす民営借家の賃料が国の示す家賃負担限度率を上回る世帯を

「公的賃貸住宅等を必要とする世帯」とし、将来需要を推計します。 

 

西尾市における公的賃貸住宅等の需要見通しは下図の通りとなります。 

図表 3-20 本市における公営賃貸住宅等を必要とする世帯数の予測【西尾市】 

 

 

④供給の見通し 

公的賃貸住宅等の需要に対する供給の見通しについては、平成 30 年 4月 1 日時点にお

ける西尾市内の公営住宅（市営住宅 1,214 戸・県営住宅 795 戸）の構成比（60.4％対

39.6％）が将来的にも維持されるものと想定します。 

 

以上より、公的賃貸住宅等の供給について市が負担すべき戸数は 2028 年度末で 1,105

戸となります。 

図表 3-21 市が負担する将来の公的賃貸住宅等の需要見込み【西尾市】 
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年度末 
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公営住宅等を 

必要とする世帯数 
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第4 章 市営住宅入居者アンケート調査 

本章においては、設問ごとの有効回答の数（空白や設問の分岐において無効な回答

などを除外した回答数）を《 N=数字 》として表記しています。 

回答の構成比を％（パーセント）で示した表や円グラフ等では有効回答数を分母と

しており、回答全数を分母としていないことにご注意ください。 

また、構成比は小数第 1位までの表記としているため、表記上の数字の合計が 100％

にならないことがあります。 

 

4-1 ◆アンケート実施状況 

①調査の目的 

「西尾市市営住宅長寿命化計画」の改訂にあたり、①市営住宅（団地・住棟・住戸）

および周辺住環境に関する評価と、②市営住宅の中長期的な存続／廃止（統廃合）の検

討にかかる将来の暮らし方・居住の意向を把握することを目的とします。 

 

②調査の対象 

・市営住宅（木造を除く）に居住する全世帯（961 世帯）の世帯主 

（平成 30年 6月 30 日時点の入居者） 

・下記区分により２種類の調査票を用意し、グループごとに実施しました。 

図表 4-1 アンケート調査におけるグループ区分 

Ａグループ 中層耐火構造の住宅 

（低層耐火構造 味浜住宅 1棟を含む） 

※グループＡ・Ｂが混在 

する団地は住棟ごとに 

実施 Ｂグループ 低層簡易耐火構造の住宅 

（低層耐火 鳥羽第 3住宅を含む） 

 

③配布・回収の方法 

・市職員による直接配布、各住宅管理人による回収 

 

④調査期間 

・配布：平成 30年 8月 3日（金） 

・回収：平成 30年 8月 31 日（金） 

 

⑤回収状況 

・回収 536 票（回収率：536÷961≒55.8％） 
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⑥団地別の配布・回収状況 

団地別の配布、回収状況は以下の通りです。 

図表 4-2 団地別の市営住宅入居者アンケート回収状況 

団地 構造 ｸﾞﾙｰﾌﾟ 
管理 

戸数 

配布 

票数 

入居 

率 

回収 

票数 

回収 

率 
備考 

巨海 簡平 B 19 14 74% 11 79%  

鎌谷 簡平 B 65 59 91% 34 58%  

室 簡平 B 12 11 92% 9 82%  

野々宮 簡平 B 20 17 85% 15 88%  

父橋 簡平 B 35 33 94% 25 76%  

中原 簡平 B 40 34 85% 25 74%  

中野郷 
簡平/簡二 B 113 99 88% 52 53% 簡平と簡二を一括 

耐火 A 124 99 80% 39 39%  

下町 耐火 A 59 51 86% 34 67%  

宮浦 耐火 A 124 113 91% 64 57%  

犬塚 耐火 A 36 35 97% 20 57%  

住崎 耐火 A 28 26 93% 10 38%  

対米 簡平/簡二 B 179 82 46% 34 41% 簡平と簡二を一括 

味浜 耐火 A 58 44 76% 15 34% 中耐と低耐を一括 

大切間 簡平 B 28 25 89% 7 28%  

神ノ木 簡平 B 20 19 95% 14 74%  

神明塚 簡平 B 16 11 69% 10 91%  

木田 簡平 B 20 18 90% 13 72%  

王塚 簡二 B 30 28 93% 13 46%  

元屋敷 耐火 A 52 23 44% 13 57%  

富好 耐火 A 32 28 88% 19 68%  

須原 耐火 A 24 23 96% 14 61%  

埋畑 耐火 A 24 20 83% 8 40%  

鳥羽 簡二 B 56 49 88% 38 78% 第 2・第 3 を一括 

 

⑦設問の概要 

グループごとの設問の概要は以下の通りです。 

図表 4-3 グループごとの設問の概要 

設問 グループＡ グループＢ 

問１ 住んでいる団地 単一回答 単一回答 

問２ 世帯の総人数 数字を記入 数字を記入 

問３ 居住年数 単一回答 単一回答 

問４ 要支援者の人数 複数回答＋数字を記入 複数回答＋数字を記入 

問５ 要改善箇所の有無 単一回答 単一回答 

付問１ 住宅の内部 複数回答（3 個まで） 複数回答（3 個まで） 

付問２ 団地の内外 複数回答（3 個まで） 複数回答（3 個まで） 

問６ 建替や大規模改修の必要性 － 単一回答 

付問３ 不要な理由 － 単一回答 

問７ 戻り入居希望 － 単一回答 

問８ 移転・集約時 － 単一回答 

問９ 家賃負担上限額 － 単一回答 

問 10 希望する住戸タイプと階数 － 単一回答 

問 11 非現地・統合建て替え時の配慮事項 － 複数回答（2 個まで） 

自由意見 自由記述 自由記述 
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4-2 ◆入居世帯の概況 

問１ あなたは市営住宅に何年ぐらい住んでいますか。下記の項目で当てはまるものに 

一つだけ「○」をつけてください。 

（他の市営住宅から移転してこられた方は、前の市営住宅の年数を含めてお答えください。

また、入居資格を承継された方は、前の世帯主の方の年数を含めてお答えください。） 

1. 入居してから 4年以内 2. 入居後 5年から 9年 

3. 入居後 10年から 19年 4. 入居後 20年から 29年 

5. 入居後 30年以上住んでいる 6. わからない 

図表 4-4 団地別の居住年数（N=492） 

団地名 4 年以内 5～9 年 10～19 年 20～29 年 30 年以上 わからない 総計 

巨海住宅   4  1  4   9  

鎌谷住宅 3  12  8  3  7   33  

室住宅 1  2    4   7  

野々宮住宅 1  1  5  2  6   15  

父橋住宅 8  4  1  1  9   23  

中原住宅 4  7  3  3  7   24  

中野郷住宅（簡耐） 10  11  9  4  14  1  49  

中野郷住宅（耐火） 2  6  7  4  13  1  33  

下町住宅 2  2  5  6  15   30  

宮浦住宅 7  10  16  10  16   59  

犬塚住宅 3  2  2  7  2   16  

住崎住宅  1  5  2    8  

対米住宅   10  6  14   30  

味浜住宅 1  1  9   4   15  

大切間住宅 1   1  1  4   7  

神ノ木住宅 5  1  3  3  2   14  

神明塚住宅   2  1  7   10  

木田住宅 3  1  4   3   11  

王塚住宅 3  1  2  3  3  1  13  

元屋敷住宅  1  6  2  3   12  

富好住宅 3  5  4  1  4  1  18  

須原住宅 2  2  4   5   13  

埋畑住宅 3  1  2   1   7  

鳥羽住宅 4  5  6  7  14   36  

総計 66  76  118  67  161  4  492  

図表 4-5 居住年数（N=492） 
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問２ あなた自身を含む、同居しているご家族はどのような構成ですか。 

下記の項目で当てはまるものに一つだけ「○」をつけてください。 

また、同居しているご家族全員の人数もあわせてご記入ください。 

1. 単身 2. 夫婦のみ 3. 夫婦と子ども 

4. ひとり親と子ども 5. 三世代同居 6. 夫婦とその親 

7. その他（具体的な家族構成） 

同居している人数 

 

人 

図表 4-6 団地別の家族構成（N=485） 

団地名 単身 夫婦のみ 夫婦と子 ひとり親と

子 

三世代 夫婦と親 その他 総計 

巨海住宅 9  1       10  

鎌谷住宅 24  5   3     32  

室住宅 3  2  1  1     7  

野々宮住宅 9  2  1  2     14  

父橋住宅 14  6  2  1     23  

中原住宅 14  5  1  3    1  24  

中野郷住宅（簡耐） 29  11  5  4     49  

中野郷住宅（耐火） 14  6   7  1    28  

下町住宅 12  6  4  8     30  

宮浦住宅 17  12  7  20  2   1  59  

犬塚住宅 4  5   7    1  17  

住崎住宅 2  2  1  3     8  

対米住宅 11  9  5  3    2  30  

味浜住宅 7  2  1  5     15  

大切間住宅 2  2   2    1  7  

神ノ木住宅 10  1  1  2     14  

神明塚住宅 5  1  2  2     10  

木田住宅 6  1  1  2    1  11  

王塚住宅 7  1  4  1     13  

元屋敷住宅 6  2  1  3     12  

富好住宅 10  4   4     18  

須原住宅 4  3  1  4     12  

埋畑住宅 2  2   3     7  

鳥羽住宅 17  3  4  9   1  1  35  

総計 238  94  42  99  3  1  8  485  

 

図表 4-7 家族構成（N=485） 図表 4-8 家族構成（その他） 
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図表 4-9 団地別の世帯人員（N=318） 

団地名 1 人世帯 2 人世帯 3 人世帯 4 人世帯 5 人世帯 総計 

巨海住宅 2      2  

鎌谷住宅 4  2     6  

室住宅 3  3  1    7  

野々宮住宅 2  2  2    6  

父橋住宅 1  6  2    9  

中原住宅 1  8  1    10  

中野郷住宅（簡耐） 2  8  4  1   15  

中野郷住宅（耐火） 2  8  1  2   13  

下町住宅 2  7  5  1   15  

宮浦住宅 3  16  11  6  1  37  

犬塚住宅  7  3  1   11  

住崎住宅 2  5  1    8  

対米住宅 12  12  4  2   30  

味浜住宅 7  5  2   1  15  

大切間住宅 2  2  1   1  6  

神ノ木住宅 11  2  1    14  

神明塚住宅 5  2   2   9  

木田住宅 5  3  1  1   10  

王塚住宅 7  2  1  2  1  13  

元屋敷住宅 6  2  3    11  

富好住宅 10  7  1    18  

須原住宅 4  6  1  1   12  

埋畑住宅 2  2  3    7  

鳥羽住宅 17  11  4  2   34  

総計 112  128  53  21  4  318  

図表 4-10 世帯人員（N= 318） 
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問３ あなた自身を含む、同居しているご家族で下記の項目にあてはまる方はおられますか。 

あてはまる番号のすべてに「○」をつけ、それぞれの人数をご記入ください。 

（「4.介護の必要な方」は 1～3にあてはまる方もあわせた総人数をお答えください。） 

1. 50～64 歳の方 （     人） 2. 65 歳以上の方  （     人） 

3. 小学生までの児童（     人） 4. 介護の必要な方（     人） 

図表 4-11 要支援者の状況（複数回答） 

値 集計 

1. 50～64 歳の方 103 

2. 65 歳以上の方 323 

3. 小学生までの児童 40 

4. 介護の必要な方 36 

図表 4-12 要支援者の状況（複数回答） 
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36 
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問４ 同居されているご家族全員の年収の合計はいくらですか。 

下記の項目で当てはまるものに一つだけ「○」をつけてください。 

1. 200 万円未満 2. 200～300 万円未満 3. 300～400 万円未満 

4. 400～500 万円未満 5. 500～700 万円未満 6. 700 万円以上 

7. わからない 

図表 4-13 家族の年収分布（N=412） 

団地名 
1. 200 万

円未満 

2. 200 ～

300 万円

未満 

3. 300 ～

400 万円

未満 

4. 400 ～

500 万円

未満 

5. 500 ～

700 万円

未満 

6. 700 万

円以上 

7. わから

ない 

総計 

総計 219 91 46 12 13 5 26 412 

図表 4-14 家族の年収分布（N=412） 
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4-3 ◆住戸、建物、団地への評価 

問５ 現在お住まいの住宅（屋内）にはどれぐらい満足していますか。 

すべての項目について、満足～不満の 5段階のうち一つに「○」をつけてください。 

【住宅に対する満足度】 満足 
やや 

満足 

どちらと

も言え

ない 

やや 

不満 
不満 

1. 広さ、部屋の数 

2. 部屋の間取り 

3. 敷居の高さや手すりの有無 ①玄関・廊下 

②浴室 

③便所・洗面所・脱

衣所 

4. 押入れなど部屋の中の収納スペース 

5. 台所の設備 

6. 浴室内の設備 

7. 洗面所や脱衣所の設備 

8. 便所の設備 

9. 電気やコンセントの設備 

10. 水道、給湯、ガスの設備 

11. 日当たりや風通しのよさ 

12. 遮音性や断熱性 

13. 防犯性（玄関、窓、ベランダ部等） 

14. プライバシーの確保（廊下や屋外からの視線等） 

１ 

１ 

１ 

１ 

１ 

１ 

１ 

１ 

１ 

１ 

１ 

１ 

１ 

１ 

１ 

１ 

２ 

２ 

２ 

２ 

２ 

２ 

２ 

２ 

２ 

２ 

２ 

２ 

２ 

２ 

２ 

２ 

３ 

３ 

３ 

３ 

３ 

３ 

３ 

３ 

３ 

３ 

３ 

３ 

３ 

３ 

３ 

３ 

４ 

４ 

４ 

４ 

４ 

４ 

４ 

４ 

４ 

４ 

４ 

４ 

４ 

４ 

４ 

４ 

５ 

５ 

５ 

５ 

５ 

５ 

５ 

５ 

５ 

５ 

５ 

５ 

５ 

５ 

５ 

５ 

図表 4-15 住宅に対する満足度（構成比） 

項目  満足 
やや 

満足 

どちらとも

言えない 

やや 

不満 
不満 

1. 広さ、部屋の数 N=494  37.2% 22.3% 19.0% 13.6% 7.9% 

2. 部屋の間取り N=479  29.0% 23.6% 22.5% 17.3% 7.5% 

3. 敷居の高さや手すりの有無①玄関・廊下 N=455  25.3% 19.3% 29.0% 15.4% 11.0% 

3. 敷居の高さや手すりの有無②浴室 N=436  21.3% 16.5% 25.9% 20.2% 16.1% 

3. 敷居の高さや手すりの有無③便所・洗面所・脱衣所 N=445  21.1% 16.4% 25.8% 17.3% 19.3% 

4. 押入れなど部屋の中の収納スペース N=479  23.8% 19.4% 23.6% 21.1% 12.1% 

5. 台所の設備 N=487  17.5% 20.9% 24.4% 22.8% 14.4% 

6. 浴室内の設備 N=485  15.3% 14.4% 24.1% 22.5% 23.7% 

7. 洗面所や脱衣所の設備 N=472  14.2% 11.7% 25.4% 20.8% 28.0% 

8. 便所の設備 N=485  20.8% 17.5% 26.2% 16.3% 19.2% 

9. 電気やコンセントの設備 N=480  17.3% 16.0% 23.5% 26.0% 17.1% 

10. 水道、給湯、ガスの設備 N=475  19.6% 21.1% 32.2% 16.6% 10.5% 

11. 日当たりや風通しのよさ N=490  29.0% 28.4% 20.8% 13.1% 8.8% 

12. 遮音性や断熱性 N=478  11.5% 13.0% 29.5% 22.6% 23.4% 

13. 防犯性（玄関、窓、ベランダ部等） N=478  13.0% 14.9% 36.6% 19.9% 15.7% 

14. プライバシーの確保（廊下や屋外からの視線等） N=482  12.9% 13.5% 36.5% 21.2% 16.0% 
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図表 4-16 住宅に対する満足度 

（満足 4、やや満足 3、どちらとも言えない 2、やや不満 1、不満 0を配点した平均得点） 

 

 

1. 広さ、部屋の数

11. 日当たりや風通しのよさ

2. 部屋の間取り

3. 敷居の高さや手すりの有無①玄関・廊下

10. 水道、給湯、ガスの設備

4. 押入れなど部屋の中の収納スペース

3. 敷居の高さや手すりの有無②浴室

8. 便所の設備

5. 台所の設備

3. 敷居の高さや手すりの有無③便所・洗面所・脱衣所

9. 電気やコンセントの設備

13. 防犯性（玄関、窓、ベランダ部等）

14. プライバシーの確保（廊下や屋外からの視線等）

6. 浴室内の設備

12. 遮音性や断熱性

7. 洗面所や脱衣所の設備

0.0 0.5 1.0 1.5 2.0 2.5 3.0
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問６ 現在お住まいの団地内にある建物や設備について、どの程度満足していますか。 

すべての項目について、満足～不満の 5段階のうち一つに「○」をつけてください。 

【団地内の建物や設備に対する満足度】 満足 
やや 

満足 

どちらとも

言えない 

やや 

不満 
不満 

1. 集会所（団地内に集会所がない場合は、 

「どちらとも言えない」を選んで下さい。） 

2. 屋外の物置 

3. 駐車場 

4. 自転車置き場 

5. ごみ置き場 

6. 広場や子どもの遊び場 

7. 建物の外観（傷みの補修やデザイン等） 

8. 防犯性（団地入口や敷地境界部等） 

9. 団地内道路や通路の安全性 

10. 共用階段の手すりや敷地内の段差解消 

１ 

 

１ 

１ 

１ 

１ 

１ 

１ 

１ 

１ 

１ 

２ 

 

２ 

２ 

２ 

２ 

２ 

２ 

２ 

２ 

２ 

３ 

 

３ 

３ 

３ 

３ 

３ 

３ 

３ 

３ 

３ 

４ 

 

４ 

４ 

４ 

４ 

４ 

４ 

４ 

４ 

４ 

５ 

 

５ 

５ 

５ 

５ 

５ 

５ 

５ 

５ 

５ 

図表 4-17 建物や設備に対する満足度（構成比） 

項目  満足 やや 

満足 

どちらとも

言えない 

やや 

不満 

不満 

1. 集会所 N=483  17.0% 18.8% 56.7% 5.0% 2.5% 

2. 屋外の物置 N=468  19.0% 25.9% 31.4% 10.5% 13.2% 

3. 駐車場 N=466  22.5% 19.5% 30.0% 12.2% 15.7% 

4. 自転車置き場 N=461  20.6% 15.4% 42.3% 9.1% 12.6% 

5. ごみ置き場 N=487  32.9% 29.4% 22.8% 10.3% 4.7% 

6. 広場や子どもの遊び場 N=458  17.0% 15.7% 49.1% 8.5% 9.6% 

7. 建物の外観（傷みの補修やデザイン等） N=474  12.0% 13.3% 39.9% 16.9% 17.9% 

8. 防犯性（団地入口や敷地境界部等） N=474  11.2% 12.2% 44.5% 17.7% 14.3% 

9. 団地内道路や通路の安全性 N=474  13.3% 17.1% 39.7% 16.5% 13.5% 

10. 共用階段の手すりや敷地内の段差解消 N=464  12.7% 15.7% 51.1% 12.5% 8.0% 

図表 4-18 建物や設備に対する満足度 

（満足 4、やや満足 3、どちらとも言えない 2、やや不満 1、不満 0を配点した平均得点） 

 

 

5. ごみ置き場

1. 集会所

2. 屋外の物置

4. 自転車置き場

6. 広場や子どもの遊び場

3. 駐車場

10. 共用階段の手すりや敷地内の段差解消

9. 団地内道路や通路の安全性

8. 防犯性（団地入口や敷地境界部等）

7. 建物の外観（傷みの補修やデザイン等）

0.0 0.5 1.0 1.5 2.0 2.5 3.0
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問７ 現在お住まいの団地周辺の環境や利便性について、どの程度満足していますか。 

すべての項目について、満足～不満の 5段階のうち一つに「○」をつけてください。 

【団地周辺の環境や利便性に対する満足度】 満足 
やや 

満足 

どちらとも

言えない 

やや 

不満 
不満 

1. 緑の豊かさ 

2. まちの景観 

3. 日常の買い物の利便性 

4. 病院や福祉施設の利便性 

5. 通勤、通学の利便性 

6. 公民館や図書館など公の施設の利便性 

7. 子どもの遊び場や公園 

8. 子育て支援施設の利便性 

9. 火災、地震、水害等に対する安全性 

10. 騒音や大気汚染 

11. 団地周辺の風紀や治安 

12. 団地居住者と周辺の住民との交流 

（地域のコミュニティ） 

１ 

１ 
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１ 
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１ 
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４ 

４ 
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５ 

図表 4-19 環境や利便性に対する満足度（構成比） 

項目  満足 やや 

満足 

どちらとも

言えない 

やや 

不満 

不満 

1. 緑の豊かさ N=475  18.1% 25.7% 37.7% 9.1% 9.5% 

2. まちの景観 N=464  15.3% 21.1% 47.2% 9.5% 6.9% 

3. 日常の買い物の利便性 N=482  15.1% 20.3% 21.8% 17.2% 25.5% 

4. 病院や福祉施設の利便性 N=467  8.8% 16.3% 34.5% 20.1% 20.3% 

5. 通勤、通学の利便性 N=447  11.9% 19.0% 46.3% 11.2% 11.6% 

6. 公民館や図書館など公の施設の利便性 N=456  7.7% 11.6% 50.7% 16.2% 13.8% 

7. 子どもの遊び場や公園 N=440  8.2% 12.0% 54.8% 13.4% 11.6% 

8. 子育て支援施設の利便性 N=429  6.3% 7.5% 62.0% 13.1% 11.2% 

9. 火災、地震、水害等に対する安全性 N=464  7.8% 11.2% 44.4% 19.2% 17.5% 

10. 騒音や大気汚染 N=465  10.5% 17.8% 45.2% 15.7% 10.8% 

11. 団地周辺の風紀や治安 N=467  10.1% 22.3% 45.2% 15.2% 7.3% 

12. 団地居住者と周辺の住民との交流 N=466  7.9% 18.9% 51.7% 12.7% 8.8% 

図表 4-20 環境や利便性に対する満足度 

（満足 4、やや満足 3、どちらとも言えない 2、やや不満 1、不満 0を配点した平均得点） 

 

1. 緑の豊かさ

2. まちの景観

11. 団地周辺の風紀や治安

5. 通勤、通学の利便性

12. 団地居住者と周辺の住民との交流

10. 騒音や大気汚染

7. 子どもの遊び場や公園

8. 子育て支援施設の利便性

6. 公民館や図書館など公の施設の利便性

3. 日常の買い物の利便性

4. 病院や福祉施設の利便性

9. 火災、地震、水害等に対する安全性

0.0 0.5 1.0 1.5 2.0 2.5
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問８ 市営住宅には、入居後の出産や子どもの独立などによって住宅の間取り（広さ）と家

族の構成が合っていない場合があります。入居者の人数に応じた住宅への住み替えに

ついて、あなたはどうお考えになりますか。当てはまるものに一つだけ「○」をつけ

てください。 

（住み替え後の住宅によっては家賃が変わることがございます） 

※住宅の間取り（広さ）と家族の構成が合っているとお考えの方は、お答え頂く必要

はありません。 

1. 住み替え団地の場所や設備によっては、別の市営住宅に住み替えてもよい 

2. 住み替え後の新しい家賃によっては、別の市営住宅に住み替えてもよい 

3. 住み替えはしたくない、もしくは必要ない 

4. 実際に困っている世帯がいるのなら、別の市営住宅に住み替えてもよい 

5. その他 

図表 4-21 団地別の住み替えにかかる意向（N=336） 

団地名 1.場所や設

備による 

2.新しい家賃

による 

3.住み替えた

くない、不要 

4.実際に困っ

ているなら 

5.その他 総計 

巨海住宅 1 2 6   9 

鎌谷住宅 6 1 12  2 21 

室住宅 2  3 1  6 

野々宮住宅  1 9 1  11 

父橋住宅 2 1 10  1 14 

中原住宅 5 1 8   14 

中野郷住宅（簡耐） 4 3 21 4 1 33 

中野郷住宅（中耐） 6 6 8 1  21 

下町住宅 3  19 1  23 

宮浦住宅 6 3 25 7 1 42 

犬塚住宅 3  8   11 

住崎住宅  1 5   6 

対米住宅 5 4 12  1 22 

味浜住宅 1 2 5   8 

大切間住宅  2 4   6 

神ノ木住宅  1 8 1  10 

神明塚住宅 2 1 4   7 

木田住宅 1  6  1 8 

王塚住宅  2 4 1  7 

元屋敷住宅  2 5  1 8 

富好住宅 1 1 7 2 3 14 

須原住宅 2 1 6   9 

埋畑住宅  2 1   3 

鳥羽住宅 4 2 16 1  23 

総計 54 39 212 20 11 336 

図表 4-22 住み替えにかかる意向（その他） 

5.その他意見 

エレベーターがあるとよい 

この住宅に入るに当たり、風呂等お金がかかり又、別の住宅に移るにもお金

がない。中学、小学の子供達と 3 人で 6 畳、4.5 畳では狭い 

よくわかりません 

家族構成が変わった場合の市営住宅判断がわからない 

階段が苦しい、重い 

住み替えも難しい 

他国の人が入居することは好ましくない。なぜ入居できるのか 

日常の買い物等車がないとここは非常に不便 
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図表 4-23 住み替えにかかる意向（N=336） 

 

 

 

1.住み替え団地の場

所や設備によって

は、別の市営住宅に

住み替えてもよい, 

15.5%

2.住み替え後の新し

い家賃によっては、

別の市営住宅に住

み替えてもよい, 

11.5%

3.住み替えはしたくな

い、もしくは必要ない, 

63.8%

4.実際に困っている

世帯がいるのなら、

別の市営住宅に住

み替えてもよい, 5.9%

5.その他, 3.4%
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4-4 ◆住戸、建物、団地の改善にかかる意向 

問９ 現在お住まいの団地（建物や住宅内部、団地内の設備、周辺を含む施設など）には改

善が必要と思われますか。当てはまるものに一つだけ「○」をつけてください。 

1. 建物や住宅内部、団地内の設備、 

周辺をふくむ施設などに改善が必要 

2. 建替えが必要 

3. 改善や建替えの必要はなく、今のままでよい 

4. その他 

図表 4-24 団地別の改善必要性に対する意見（N=422） 

団地名 1.改善が必要 2.建替えが必要 3.今のままでよい 4.その他 計 

巨海住宅 3 1 3 1 8 

鎌谷住宅 10 12 7  29 

室住宅 5  4  9 

野々宮住宅 2 2 9  13 

父橋住宅 9 2 9  20 

中原住宅 10 5 5 1 21 

中野郷住宅（簡耐） 13 10 17 2 42 

中野郷住宅（中耐） 11 10 9  30 

下町住宅 16 4 10 1 31 

宮浦住宅 29 2 22 2 55 

犬塚住宅 8 1 8  17 

住崎住宅 3  5  8 

対米住宅 10 10 10  30 

味浜住宅 4 1 6  11 

大切間住宅 1 1 5  7 

神ノ木住宅 4  8  12 

神明塚住宅 3 3 2  8 

木田住宅 5 2 3  10 

王塚住宅 6 4 3  13 

元屋敷住宅 6 1 3  10 

富好住宅 3 2 7  12 

須原住宅 6 1 3 1 11 

埋畑住宅 3 1 3  7 

鳥羽住宅 15 4 9 1 29 

総計 185 79 170 9 443 

図表 4-25 改善必要性に対する意見（N=443） 図表 4-26 団地別の改善必要性に 

対する意見（その他） 

 

4.その他意見 

エレベーターの設置 

トイレが水洗がいい 

トイレを洋式水洗にしてほしい 

犬猫に困っている 

車のエンジン音の騒音 

煉瓦でできている通路の改善 
 

1.建物や住宅

内部、団地内

の設備、周辺

をふくむ施設

などに改善が

必要, 41.8%

2.建替えが必要, 17.8%

3.改善や建

替えの必要

はなく、今

のままでよ

い, 38.4%

4.その他, 2.0%

2、3、4 を選んだ方は 7 ページ

の問 10へお進みください。 

1を選んだ方は引き続き付問１、 

付問２、付問３にお答えください。 
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付問１ 上の問９で「1.」を選んだ方にのみおたずねします。 

「建物や住宅内部」を改善する場合、何を優先すべきと思われますか。 

主なものを３つまで選んで「○」をつけてください。 

1. 室内の間取りや間仕切りの変更 

2. 室内の手すり設置、段差の解消 

3. 流し台、便所、洗面台等設備の更新 

4. 便所の水洗化 

5. 部屋の内装の改善（壁、天井など） 

6. 窓（サッシ）や扉の改善 

7. 結露、湿気の対策 

8. 雨漏りや白アリ被害の対策 

9. 電気設備（電気配線、コンセントなど） 

10. 物置や収納スペースの改善 

11. その他 

図表 4-27 建物や住宅内部で改善が必要なこと（複数回答） 

 

図表 4-28 建物や住宅内部で改善が必要なこと（その他） 

11.その他 

エレベーターが必要 

お風呂の壁 

カビがひどい、多い 

ブレーカー３０A では不足、洋間不足 

雨戸の設置 

屋根をなおす 

階段が多すぎて体が痛い。窓ガラス隙間だらけ 

外の段差 

外観の壁の塗装 

高齢者の為のエレベーター設置 

床畳、畳の痛みが気になる 

西日の対策 

断熱材の導入 

天井のアンテナの付近に水がたまるときがあり布団が干せない 

排水管が詰まりにくいものにする 

配水が悪い 

風呂場 

66

65

59

44

42

34

31

26

24

20

15

3.流し台、便所、洗面台等設備の更新

5.部屋の内装の改善

7.結露、湿気の対策

6.窓（サッシ）や扉の改善

9.電気設備

4.便所の水洗化

2.室内の手すり設置、段差の解消

10.物置や収納スペースの改善

11.その他

8.雨漏りや白アリ被害の対策

1.室内の間取りや間仕切りの変更

0 10 20 30 40 50 60 70
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付問２ 前のページの問９で「1.」を選んだ方にのみおたずねします。 

「団地内の設備や周辺を含む施設」を改善する場合、何を優先すべきと 

思われますか。主なものを３つまで選んで「○」をつけてください。 

1. 駐車場を整備する（不足数を確保・整備する） 

2. 駐輪場、バイク置き場の整備する（不足数を確保・整備する） 

3. 団地内の道路や通路を改善する（舗装等の改善やスロープ設置など） 

4. エレベーターを設置する ※４はＡグループ（耐火住宅）のみ選択可能 

5. 児童遊園の遊具を交換、あるいは充実させる 

6. 防犯用の照明を増やす 

7. 集会所施設を改善する 

8. 集会所施設を団地周辺の住民も利用できるようにする 

9. デイサービスなど高齢者の日常生活を支援する施設を併設する 

10. 託児所など子育てを支援する施設を併設する 

11. その他 

図表 4-29 団地内の設備や周辺を含む施設で改善が必要なこと（複数回答） 

 

図表 4-30 団地内の設備や周辺を含む施設で 

改善が必要なこと（その他） 

11.その他意見 

バスを入れてほしい 

外にある倉庫の修繕 

身体障害者用の駐車場 

団地の戸数分の物置をまとめて 1 ヶ所に作る 

団地内の道路にミラーをつけてほしい 

天井修理 

防犯灯を LED に変える 

 

1.駐車場を整備する

6.防犯用の照明を増やす

9.デイサービスなど高齢者の日常生活を支援する施設…

3.団地内の道路や通路を改善する

4.エレベーターを設置する

5.児童遊園の遊具を交換、あるいは充実させる

7.集会所施設を改善する

2.駐輪場、バイク置き場を整備する

11.その他

10.託児所など子育てを支援する施設を併設する

8.集会所施設を団地周辺の住民も利用できるようにする

0 10 20 30 40 50 60 70
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付問３ 前のページの問９で「1.」を選んだ方にのみおたずねします。 

お住まいの団地での大規模な改善のための工事は、入居者の皆様にご迷惑をおか

けすることが想定されます。このような工事について、どのように思われますか。 

当てはまるものに一つだけ「○」をつけてください。 

1. 大規模な改善（改修工事）は必要ない 

2. 大規模な改善（改修工事）は必要だと思うが、 

 実施することは困る 

3. 積極的には賛成しないが、しかたない 

4. ぜひ改善すべきである 

図表 4-31 大規模な改善工事の実施にかかる意見（N=144） 

 

付問４ 上の付問３で「1、2、3.」のいずれかを選んだ方にのみおたずねします。 

大規模な改善工事を実施するとき、もっとも大きな問題として考えられることは

何ですか。当てはまるものに一つだけ「○」をつけてください。 

1. 家賃が高くなる 

2. 日常生活に支障がある 

3. 家具の移動などができない 

4. その他 

図表 4-32 大規模な改善工事の実施で問題になること（N=107） 

 

1.大規模な

改善は必

要ない, 

27.1%

2.大規模な

改善は必

要だと思う

が、実施す

ることは困

る, 20.1%

3.積極的に

は賛成しな

いが、しか

たない, 

31.9%

4.ぜひ改善

すべきであ

る, 20.8%

1.家賃が高

くなる, 

44.9%

2.日常生活

に支障があ

る, 26.2%

3.家具の移

動などがで

きない, 

24.3%

4.その他, 4.7%

1、2、3を選んだ方は引き続き 

付問 4にお答えください。 

4を選んだ方は問 10へお進みください。 



 56 

4-5 ◆建替えにともなう住み替えの意向（低層簡易耐火住宅のみ） 

老朽化が著しい一部の市営住宅は建替が必要です。建替えには➊従来の建物を除却して

同じ場所に建設する方法（現地建替）と、➋別の場所で新たに建設し団地を移転する方法

（非現地建替）があります。それぞれのケースについて、以下の問 10・問 11 にお答え

ください。 

問１０、問１１はＢグループ（低層の簡易耐火住宅）だけの設問 

問 10 もし、現在お住まいの住宅を現在の団地と同じ場所で建替える場合（➊）、どのよう

な住み替えを希望しますか。当てはまるものに一つだけ「○」をつけてください。 

1. 同じ場所で建替えをした新しい住宅に戻り入居したい 

2. 別の市営住宅に住み替えたい 

3. 民間の賃貸住宅に引っ越ししたい 

4. わからない、その他 

図表 4-33 団地別の建替にともなう住み替えの意向（N=237） 

団地名 1.戻り入居したい 2.別の市営住宅

に住み替えたい 

3.民間の賃貸住

宅に引っ越し 

したい 

4.わからない、 

その他 

総計 

巨海住宅 37.5% 12.5% 0.0% 50.0% 100.0% 

鎌谷住宅 65.4% 11.5% 0.0% 23.1% 100.0% 

室住宅 44.4% 0.0% 0.0% 55.6% 100.0% 

野々宮住宅 50.0% 8.3% 0.0% 41.7% 100.0% 

父橋住宅 54.5% 4.5% 0.0% 40.9% 100.0% 

中原住宅 66.7% 14.3% 4.8% 14.3% 100.0% 

中野郷住宅 50.0% 10.5% 0.0% 39.5% 100.0% 

対米住宅 72.0% 4.0% 0.0% 24.0% 100.0% 

大切間住宅 50.0% 0.0% 0.0% 50.0% 100.0% 

神ノ木住宅 81.8% 0.0% 0.0% 18.2% 100.0% 

神明塚住宅 71.4% 0.0% 0.0% 28.6% 100.0% 

木田住宅 54.5% 9.1% 0.0% 36.4% 100.0% 

王塚住宅 58.3% 16.7% 0.0% 25.0% 100.0% 

鳥羽住宅 55.2% 20.7% 0.0% 24.1% 100.0% 

総計 58.6% 9.7% 0.4% 31.2% 100.0% 

図表 4-34 建替にともなう住み替えの意向 

（N=237） 

図表 4-35 建替にともなう 

住み替えの意向（その他） 

 

4.その他意見 

もう少し高台に住みたい 

引越する体力お金がない 

家賃が高くなる 

海抜 1.5ｍでは無理である 

歳なので今のままで 

出て行きたくても家庭に問題があり出て行けません 

別の場所でも現在の場所でもかまわない 
 

1.戻り入居

したい, 

58.6%

2.別の市営

住宅に住

み替えた

い, 9.7%

3.民間の賃

貸住宅に

引っ越しし

たい, 0.4%

4.わからな

い、その他, 

31.2%

2、3、4を選んだ方は 

引き続き付問５に 

お答えください。 

1を選んだ方は問 11に 

お進みください。 
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付問５ 上の問 10で「2、3、4.」を選んだ方にのみおたずねします。 

建替え後の団地に戻り入居を希望しないもっとも大きな理由は何ですか。 

当てはまるものに一つだけ「○」をつけてください。 

1. 新しい市営住宅は家賃の負担が大きいから 

2. 工事中の仮住居と完成後の新しい市営住宅へ、2回引っ越しをするのが負担だから 

3. 再度契約を結ぶことが難しい（保証人が見つからない、市税の滞納がある等） 

4. その他 

図表 4-36 団地別の戻り入居を希望しない理由（N=87） 

団地名 1.家賃の負担が 

大きいから 

2.２回引っ越しを

するのが負担 

だから 

3.再度契約を 

結ぶことが 

難しい 

4.その他 総計 

巨海住宅 50.0% 25.0% 25.0% 0.0% 100.0% 

鎌谷住宅 62.5% 12.5% 25.0% 0.0% 100.0% 

室住宅 33.3% 33.3% 0.0% 33.3% 100.0% 

野々宮住宅 33.3% 33.3% 33.3% 0.0% 100.0% 

父橋住宅 50.0% 37.5% 0.0% 12.5% 100.0% 

中原住宅 0.0% 80.0% 0.0% 20.0% 100.0% 

中野郷住宅 47.4% 5.3% 26.3% 21.1% 100.0% 

対米住宅 57.1% 28.6% 14.3% 0.0% 100.0% 

大切間住宅 0.0% 0.0% 0.0% 100.0% 100.0% 

神ノ木住宅 50.0% 50.0% 0.0% 0.0% 100.0% 

神明塚住宅 0.0% 100.0% 0.0% 0.0% 100.0% 

木田住宅 40.0% 20.0% 40.0% 0.0% 100.0% 

王塚住宅 40.0% 20.0% 20.0% 20.0% 100.0% 

鳥羽住宅 41.7% 41.7% 0.0% 16.7% 100.0% 

総計 42.5% 28.7% 16.1% 12.6% 100.0% 

図表 4-37 戻り入居を希望しない理由（その他） 

4.その他意見 

4.5ｍの津波では住もうとは思わない 

わからない 

現実味がないからわからない 

交通の便が悪いと困る 

自然災害が発生した場合、目前が海のために危機から免れ得ない場合があるから 

車がないと住みづらい 

生活に不便なところだから 

年を取っていくのに交通事情がない 

図表 4-38 戻り入居を希望しない理由（N=87） 

 

 

1.新しい市営住

宅は家賃の負

担が大きいから, 

42.5%

2.工事中の仮住居と

完成後の新しい市営

住宅へ、2回引っ越し

をするのが負担だか

ら, 28.7%

3.再度契約を結ぶ

ことが難しい（保証

人が見つからな

い、市税の滞納が

ある等）, 16.1%

4.その他, 12.6%
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問 11 もし、現在お住まいの住宅を現在の団地とは異なる場所で建替える場合（➋）、どの

ような住み替えを希望しますか。当てはまるものに一つだけ「○」をつけてください。 

1. 異なる場所で建替えた新しい住宅に住み替えたい 

2. 別の市営住宅に住み替えたい 

3. 民間の賃貸住宅に引っ越ししたい 

4. わからない、その他 

図表 4-39 団地別の移転をともなう建替における住み替えの意向（N=207） 

団地名 1.異なる場所で

建替えた新しい

住宅に住み替え

たい 

2.別の市営住宅

に住み替えたい 

3.民間の賃貸住

宅に引っ越しし

たい 

4.わからない、 

その他 

総計 

巨海住宅 28.6% 14.3% 0.0% 57.1% 100.0% 

鎌谷住宅 40.9% 13.6% 0.0% 45.5% 100.0% 

室住宅 33.3% 11.1% 0.0% 55.6% 100.0% 

野々宮住宅 36.4% 18.2% 0.0% 45.5% 100.0% 

父橋住宅 41.2% 17.6% 0.0% 41.2% 100.0% 

中原住宅 50.0% 12.5% 0.0% 37.5% 100.0% 

中野郷住宅 47.2% 11.1% 0.0% 41.7% 100.0% 

対米住宅 47.8% 13.0% 8.7% 30.4% 100.0% 

大切間住宅 0.0% 25.0% 0.0% 75.0% 100.0% 

神ノ木住宅 22.2% 0.0% 0.0% 77.8% 100.0% 

神明塚住宅 33.3% 0.0% 0.0% 66.7% 100.0% 

木田住宅 30.0% 30.0% 0.0% 40.0% 100.0% 

王塚住宅 0.0% 25.0% 0.0% 75.0% 100.0% 

鳥羽住宅 60.0% 8.0% 0.0% 32.0% 100.0% 

総計 40.1% 13.5% 1.0% 45.4% 100.0% 

図表 4-40 移転をともなう建替における 

住み替えの意向（その他） 

4.その他意見 

引越する体力お金がない 

建て替えた場所による 

現在の所でよい 

考えていない 

今のままでよい 

今もままでよい 

自分で引っ越しの準備ができない 

場所とタイミングによる 

図表 4-41 移転をともなう建替における住み替えの意向（N=207） 

 

1.異なる場所で

建替えた新しい

住宅に住み替

えたい, 40.1%

2.別の市営住宅に住

み替えたい, 13.5%

3.民間の賃貸住

宅に引っ越しし

たい, 1.0%

4.わからない、

その他, 45.4%

2、3、4を選んだ方は 

引き続き付問６に 

お答えください。 

1を選んだ方は次ページの 

問 12へお進みください 
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付問 6 上の問 11で「2、3、4.」を選んだ方にのみおたずねします。 

建替え後の新しい団地に入居を希望しないもっとも大きな理由は何ですか。 

当てはまるものに一つだけ「○」をつけてください。 

1. 新しい市営住宅は家賃の負担が大きいから 

2. 引っ越しをするのが負担だから 

3. 住み慣れた環境を変えたくないから 

4. 再度契約を結ぶことが難しい（保証人が見つからない、市税の滞納がある等） 

5. その他 

図表 4-42 団地別の移転をともなう建替団地へ住み替えない理由（N=118） 

団地名 1.新しい市営

住宅は家賃

の負担が大

きいから 

2.引っ越しを

するのが負

担だから 

3.住み慣れた

環境を変え

たくないから 

4.再度契約を

結ぶことが難

しい 

5.その他 総計 

巨海住宅 25.0% 50.0% 25.0% 0.0% 0.0% 100.0% 

鎌谷住宅 54.5% 27.3% 18.2% 0.0% 0.0% 100.0% 

室住宅 0.0% 16.7% 66.7% 0.0% 16.7% 100.0% 

野々宮住宅 42.9% 0.0% 14.3% 42.9% 0.0% 100.0% 

父橋住宅 70.0% 0.0% 30.0% 0.0% 0.0% 100.0% 

中原住宅 25.0% 50.0% 25.0% 0.0% 0.0% 100.0% 

中野郷住宅 44.4% 16.7% 5.6% 22.2% 11.1% 100.0% 

対米住宅 54.5% 27.3% 9.1% 9.1% 0.0% 100.0% 

大切間住宅 75.0% 0.0% 0.0% 0.0% 25.0% 100.0% 

神ノ木住宅 33.3% 16.7% 33.3% 0.0% 16.7% 100.0% 

神明塚住宅 50.0% 0.0% 50.0% 0.0% 0.0% 100.0% 

木田住宅 42.9% 28.6% 14.3% 14.3% 0.0% 100.0% 

王塚住宅 50.0% 16.7% 25.0% 0.0% 8.3% 100.0% 

鳥羽住宅 40.0% 10.0% 30.0% 20.0% 0.0% 100.0% 

総計 44.9% 18.6% 22.0% 9.3% 5.1% 100.0% 

図表 4-43 移転をともなう建替団地へ住み替えない理由（その他） 

5.その他意見 

1.2.3 のすべて 

希望しないわけではないが、建て替えが本当に決まったのなら考えます 

現在より住みづらい場所だと困るから 

分からない 

図表 4-44 移転をともなう建替団地へ住み替えない理由（N=118） 

 

 

1.新しい市営住

宅は家賃の負

担が大きいから, 

44.9%

2.引っ越しをす

るのが負担だか

ら, 18.6%

3.住み慣れた環

境を変えたくな

いから, 22.0%

4.再度契約を結

ぶことが難しい

（保証人が見つ

からない、市税

の滞納がある

等）, 9.3%

5.その他, 5.1%
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4-6 ◆今後の市営住宅のあり方についての意見 

問 12 市営住宅を現在の団地とは異なる場所で建替える場合、どのようなことが重要だとお

考えになりますか。 

主なものを２つまで選んで「○」をつけてください。 

1. 津波や山崩れなどの被害をうけにくいこと（例：水ぎわや崖から遠いなど） 

2. 津波一時退避所など、地域の方たちの避難の場としても利用できること 

3. 集会場の多目的利用など、できる限り多くの市民の方が利用できること 

4. デイサービスなど、高齢者の日常生活を支援する施設が併設されていること 

5. 託児所など、子育てを支援する施設が併設されていること 

6. その他 

図表 4-45 現在と異なる場所で建設する団地で重要と考えること（複数回答） 

 

図表 4-46 現在と異なる場所で建設する 

団地で重要と考えること（その他） 

6.その他意見 

くるりんバスの利用がしやすい場所 

スーパー病院の近く 

ペットの管理 

現在と同等の生活ができること 

高齢者向けの集会所 

最寄駅から近いこと 

車がなくても生活できる。駅が近いといい 

遮音性が良いこと 

小中学校に近いこと 

駐車場、駐輪場が欲しい 

買い物が便利な場所 
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2.津波一時退避所など、地域の方たちの

避難の場としても利用できること

3.集会場の多目的利用など、できる限り
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6.その他
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第5 章 長寿命化に関する基本方針 

5-1 ◆課題の整理 

①変化する需要への対応 

(ⅰ) 供給量・供給手法の確立 

2028 年度末時点における公営住宅等の需要は 1,828 世帯と推計され、当面は現状の県

営・市営住宅ストック数を上回る需要が発生するものと見込まれます。 

一方で、将来的には世帯数の減少や地域ごとの需要の格差が拡大するものと考えられる

ことから、中長期的に市として確保すべき市営住宅ストックを見極めた上で、需要の変動

に対応できる供給手法の確立が課題となっています。 

図表 5-1 本市における公営住宅等を必要とする世帯数の予測【西尾市】（再掲） 

 

(ⅱ) 子育て世代の居住の安定 

西尾市における子育て世帯の最低居住面積水準未満世帯率は子どもが 10 歳～17 歳の世

帯で 8.6％、子どもが 6～9歳及び 18～24 歳の世帯でも 5％以上と高くなっており、これら

を解消するための低廉で良質な住宅の確保が課題となっています。 

図表 5-2 子育て世帯の居住水準（再掲） 

【出典：平成 25年住宅・土地統計調査】 
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(ⅲ) 高齢者等の自立した生活の可能な住宅の確保 

中層（3 階）以上のエレベーター設置も含め、住棟の共用スペースと住戸内ともにバリ

アフリー対応となっている住戸は味浜住宅 58戸と埋畑住宅 24戸のみであり、全体の 6.8％

に止まります。 

今後も、入居者の高齢化や、高齢者世帯の入居が増加していくことが考えられます。高

齢者等が自立して生活できる環境を整備するために、バリアフリー化の推進や低層階へ住

替えできる環境整理などが課題となってきます。 

また、住棟・住戸内だけでなく、団地内及び外周アプローチなどにおいても円滑な移動

への配慮が課題となっています。 

図表 5-3 市営住宅ストックの部位別バリアフリー対応状況 

【西尾市（平成 30年 4月 1日）】 

バリアフリーの状況 対象戸数 対応済み戸数 対応済み割合 

3 階建て以上でエレベーター設置済み 549 戸 70 戸 12.8% 

住棟内に共用スペースがあり段差が解消されている 561 戸 257 戸 45.8% 

住棟内に共用階段があり手すりが設置されている 561 戸 561 戸 100.0% 

住戸内の居室とそれ以外の間で段差が解消されている 1,214 戸 413 戸 34.0% 

浴室および便所の双方に手すりが設置されている 1,214 戸 593 戸 48.8% 

 

(ⅳ)現代的な居住性の確保 

1960年代に建設されたものを中心に、便所が非水洗である住戸が 397 戸（全体の 32.7％）

残っています。また、浴室・台所・洗面の 3 箇所に給湯設備がある住戸は 126 戸（同

10.4％）に止まります。 

当面建替を実施しない住戸については、経常的な修繕とあわせ一定の居住性を確保して

いくことが課題となります。 

図表 5-4 市営住宅ストックの便所・給湯設備の整備状況 

【西尾市（平成 30年 4月 1日）】 

便所・給湯設備の整備状況 対象戸数 対応済み戸数 対応済み割合 

便所が水洗式である 1,214 戸 817 戸 67.3% 

風呂・台所・洗面所の 3 ヶ所に給湯設備がある 1,214 戸 126 戸 10.4% 
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②適切なストックの更新と維持管理 

(ⅴ)ストック及び団地環境の安全性の確保 

法定の耐用年数を経過している住戸は 621 戸（全体の 51.2％）で、すべて簡易耐火造の

平屋もしくは 2 階建てです。3 人家族の最低居住面積水準である 40 ㎡を下回る住戸が多く、

設備面でも老朽化・陳腐化が進んでいることから、修繕・更新等を進める必要があります。 

図表 5-5 構造別・耐用年限経過状況別・住戸規模別の管理戸数 

【西尾市（平成 30年 4月 1日）】 
 面積 耐用年数経過済み 耐用年数未経過 

総計 
構造  40 ㎡未満 40 ㎡以上 40 ㎡未満 40 ㎡以上 

簡平  440   440 

簡二 113 68 16  197 

耐二   28  28 

中耐   465 84 549 

総計 
113 508 509 84 

1,214 
621 593 

 

(ⅵ)経年劣化を抑制する修繕・改善の計画的な実施 

耐火構造の住宅（577 戸）は、市が保有するストック中では比較的新しい住宅であり当

計画の計画期間中に法定耐用年数を経過することはありませんが、耐用年数の 1/2 を経過

した住戸が現時点で 291戸（50.4％）、10 年後には 467戸（80.9％）に達します。 

ストックの最新の状況把握・分析に努めるとともに、外壁・防水等や設備面での改修に

加え、大規模改修にかかる将来的な見通しを立てておく必要があります。 

図表 5-6 市営住宅ストックの耐用年数の経過状況 

【西尾市（平成 30年 4月 1日）】 

 
全体（1,214 戸） うち耐火構造（577 戸） 

2018 年度末 2028 年度末 2018 年度末 2028 年度末 

耐用年数を経過している 
621 637 0 0 

（51.2%） （52.5%） （0.0%） （0.0%） 

耐用年数の 1/2 を経過している 
307 467 291 467 

（25.3%） （38.5%） （50.4%） （80.9%） 

耐用年数の 1/2 を経過していない 
286 110 286 110 

（23.6%） （9.1%） （49.6%） （19.1%） 
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③市営住宅事業の持続可能性の確保 

(ⅶ) 更新にかかる負担の平準化 

計画期間の終了年度までに法定耐用年数を経過する住戸は 637 戸であり、市が管理する

市営住宅の半数以上になります。これらの住宅は、老朽化・陳腐化が進んでいることから

早期に対応を図る必要があるものの、財政状況等を踏まえると短期間に集中した大量の更

新は困難です。 

人口・世帯数が減少傾向にあることから、市営住宅のストック量は、長期的には適切な

保有量を目指しながら、短・中期的には昭和 40～50 年代に供給時期が集中した簡易耐火構

造ストックの更新にともなう事業負担の集中を回避していく必要があります。 

 

(ⅷ) 事業の効率化 

長期的に存続する団地、維持管理の対象とする住宅ストックについてもより効率的な事

業の実施が求められます。 

供給においては、従来のような市による直接建設・直接運営だけではなく、民間資本の

導入や事業者との連携による効率性・採算性の向上、実現の可能性などの検討が必要です。 

また、地域ごとの事情に配慮しつつ、分散した小規模団地を統廃合するなど団地配置の

適正化についても検討が必要です。 
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5-2 ◆基本方針 

①市営住宅の役割にかかる方針 

(ⅰ) 低額所得者への住まいの提供 

公営住宅法の目的を踏まえ、住宅市場において自力で住宅を確保することが難しい低

額所得者に対し、一定水準の質が確保された住宅を供給します。供給にあたっては、本

市のめざす将来都市構造や地区ごとのバランスに配慮しつつ公営住宅の中長期的な需要

にも対応するため小規模団地の統廃合を進めるとともに、従来の直接建設型のストック

に加え、民間ストックの活用の有用性を検討します。 

 

(ⅱ)子育て世帯や高齢者世帯の居住安定 

低額所得者だけでなく、住宅の確保に配慮を要する子育て世帯や高齢者世帯等に対し、

安心して暮らせる環境を提供するとともに、世帯分離や転入により新たな住まいを必要

とする若年層が自力で住宅を取得するまでの支援住宅として位置づけます。 

 

(ⅲ)地域ごとの特性に応じた住宅の供給、まちの活力維持に資する団地の形成 

地域ごとに異なる市営住宅の需要に配慮するとともに、市民生活の向上やまちの活力

維持に資する団地の形成に向けて、福祉施設や地域施設などとの一体的あるいは連携し

た整備を検討します。 

 

 

②市営住宅ストックの性能・団地の住環境の形成にかかる方針 

(ⅳ)入居者の安全性、居住水準の確保 

耐用年数を経過する公営住宅においては、ストックの状況に応じて建替・用途廃止や

改善・修繕等を適切に実施することにより入居者の安全性を確保します。また、居住面

積や設備の面でも、社会的要求を反映した一定の水準が確保できるようストックの居住

性能を改善します。 

 

(ⅴ)高齢・子育て世帯等をはじめ、誰もが快適に過ごせる居住環境の整備 

高齢者や障害者等の生活空間における移動の円滑化を図るため、団地内・住戸内のバ

リアフリー化を推進します。また、子育て世帯をはじめ誰もが快適に過ごせるよう、世

帯人員にあった広さの住戸の確保やミクストコミュニティの実現に向けた住戸の構成に

配慮しつつ居住環境を整えます。 
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③ストックの状況把握・修繕の実施・データ管理に関する方針 

(ⅵ)中長期的な見通しに立った計画的な市営住宅ストックの維持管理 

公営住宅を長期に活用していくため、新築時には維持管理計画を策定して住宅の初期

性能に対応した維持管理を計画的に進めるとともに、ストックの仕様・現況が確実に蓄

積され活用できるよう、設計／施工／維持管理に関する情報を記録した住宅履歴のデー

タベースを整備します。 

 

④改善事業の実施による長寿命化及びライフサイクルコストの縮減に関する方針 

(ⅶ)ライフサイクルコストを低減する長寿命化対策の実施 

従来の対処療法的な改善や維持管理から計画的な対策への転換、新築や改善時に長寿

命素材（メンテナンス不要材や耐久性の高い材料）を導入するなど、ライフサイクルコ

ストの縮減に努め、老朽化に伴う居住性の低下等を未然に防ぐ予防保全的な措置を進め

ます。 
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第6 章 市営住宅ストックの活用手法の選定 

6-1 ◆基本的な考え方 

①活用手法の区分 

(ⅰ) 建替 

現存する市営住宅または共同施設を除却し、その敷地の全部または一部の区域に新た

に市営住宅を建設するものを建替とします。 

また、現存する団地を利便性の高い別の敷地に移転したり、他の住宅での建替え事業

等に転嫁する場合や、別の敷地に複数の団地を集約し建設する場合など、現存する団地

の敷地で用途廃止し別の敷地に新たに建設する「非現地建替」「統合建替」についても

同様に建替として扱います。 

(ⅱ) 用途廃止 

市営住宅または共同施設の用途を廃止し、敷地を異なる用途へ転換するものを用途廃

止とします。 

(ⅲ) 改善 

市営住宅の性能・品質を向上するため、以下の改善・改修を個別に行うものを個別改

善とします。なお、本計画においては全面的改善の活用手法は想定しません。 

１） 居住性確保型：三点給湯化、トイレの洋式化 等 

２） 福祉対応型：住戸内手すり設置、段差解消、共用部高齢者対応 等 

３） 安全性確保型：耐震改修、外壁改修（長寿命化型と重複） 等 

４） 長寿命化型：外壁改修、屋上防水、配管改修 等 

(ⅳ) 維持管理 

市営住宅の性能・品質を維持するため、以下の方法により適切な維持・保全を行うも

のを維持管理とします。 

・保守点検 

・経常修繕（対象、時期を定めない小修繕） 

・計画修繕（対象、時期ごとに実施する大規模修繕） 

・空家修繕（退去後の原状回復） 等 
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②選定の流れ 

各団地・住棟の活用手法は、以下のフローに沿って選定します。 

図表 6-1 活用手法選定の全体フロー 

【出典：公営住宅等長寿命化計画策定指針（平成 28年 8月）】 

 
* LCC：ライフサイクルコストのこと。以下同じ。 
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6-2 ◆１次判定 

１次判定では、団地の管理方針と住宅改善の必要性・可能性に基づく団地・住棟の事業

手法の仮設定を行います。検討は以下の２段階とします。 

 

①団地敷地の現在の立地環境等の社会的特性を踏まえた管理方針 

団地の「需要」「効率性」「立地」について評価し、問題がない団地を「活用に適する

団地」、いずれかの条件が不備の団地を「活用に適さない団地」とします。 

図表 6-2 団地敷地の現在の立地環境等の社会的特性を踏まえた管理方針の判定フロー 

【出典：公営住宅等長寿命化計画策定指針（平成 28年 8月）】 

  

 

(ⅰ) 需要 

団地ごとの需要について、応募倍率と入居率を評価します。いずれかの項目において

「×」と判定された場合、団地の需要が低いと判断します。 

図表 6-3 需要を判定する項目と基準 

判定項目 判定基準 

①応募倍率 ●直近 8 年間（平成 23～30 年度）の団地ごとの応募倍率（応募戸数

÷募集戸数）を使用して判定する。 

・応募倍率が 1.0 倍以上の場合には当該団地への需要があるとみなし

「〇」とする。 

・募集実績のない団地は判定の対象外とする。 

②入居率 ●平成 30 年 4 月 1 日現在の入居率（入居数÷空家募集の対象戸数）

を使用して判定する。 

・団地ごとの入居率が 90％以上の場合には当該団地への需要がある

とみなし「〇」とする。 

・団地ごとの入居率が 90％未満の場合日は当該団地への需要がない

とみなし「×」とする。 

需要

効率性

立地

継続管理する団地
継続管理について

判断を留保する団地

活用に適さない

団地
活用に適する

団地
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(ⅱ) 効率性 

敷地の効率的な利用の可能性について、団地の敷地条件などを評価します。いずれか

の項目において「×」と判定された場合、効率性が低いと判断します。 

図表 6-4 効率性を判定する項目と基準 

判定項目 判定基準 

①地域地区 ●各住棟が立地する団地の地域地区について判定する。 

・容積率 150％未満もしくは工業・工業専用地域に立地する団地を

「×」とする。 

・上記のいずれにも該当しない団地を「○」とする。 

②敷地面積 ●各団地が立地する敷地面積について判定する。 

・敷地面積が 3,000 ㎡未満の団地を「×」とする。 

・上記面積を確保可能な場合も、不整形・分散敷地や傾斜地といった

利用困難な地形的条件に合致する場合は「×」とする。 

・上記のいずれにも該当しない団地を「○」とする。 

 

(ⅲ) 立地 

生活の利便性、地域バランス、自然災害に対する安全性などを評価します。いずれか

の項目において「×」と判定された場合、立地の優位性が低いと判断します。 

図表 6-5 立地条件を判定する項目と基準 

判定項目 判定基準 

①利便性 ●公共交通を利用した生活移動の利便性について評価する。 

・団地から鉄道駅までの距離が 800 メートル（おおむね徒歩 10 分）

以内であるばあいは「○」として判定する。 

・団地からバス停までの距離が 300 メートル（おおむね徒歩 4 分以

内）である場合は「○」として判定する。 

・上記に該当しない場合は「×」と判定する。 

②地域バランス ●地域のバランスに配慮した団地の継続管理の必要性を評価する。 

・中学校区における唯一の市営住宅団地である場合は、地域ごとの居

住事情に対する配慮が必要として「〇」と判定する。 

・中学校区内に複数の市営住宅団地がある場合は「×」と判定する。 

③災害危険区域

等 

●災害危険区域及びその他法令等に基づき、危険と認められる区域内

に存在するか評価する。 

・敷地全体が①土砂災害特別警戒区域（急傾斜）、②土砂災害特別警

戒区域（土石流）、③液状化の発生確率 10％以上）、④洪水浸水

予測 0.5ｍ以上、⑤津波浸水予測 0.3ｍ以上のいずれにも該当しな

い場合は「○」と判定する。 

・敷地の一部もしくは全体が上記のいずれかに該当する場合は「×」

と判定する。 
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②住棟の現在の物理的特性による改善の必要性・可能性 

住棟の物理的特性の評価として「躯体の安全性」、「避難の安全性」、「居住性」につ

いて評価し、優先的な対応の必要性・可能性を評価します。また、優先的な対応が必要な

いストックについては、引き続き居住性にかかる評価を行います。 

これらの評価に基づき、「改善が不要」、「改善が必要」、「優先的な対応が必要（改

善可能）」、「優先的な対応が必要（改善不可能）」に判定します。 

 

図表 6-6 住棟の現在の物理的特性による改善の必要性・可能性判定のフロー 

【出典：公営住宅等長寿命化計画策定指針（平成 28年 8月）】 

 

 

(ⅰ) 躯体の安全性 

躯体の耐震性の有無と老朽化について評価します。 

いずれかの項目において「×」と判定された場合、改善の必要性が高いと判断します。 

図表 6-7 躯体の安全性を判定する項目と基準 

判定項目 判定基準 
①耐震性 ●躯体の耐震性能について判定する。 

ア）昭和 57 年度（1982年度）以降に建設された住棟 

・現行の耐震基準を満たすものと判断し、「○」と判定する（ただし、

昭和 57年建設については昭和 56年建設と同一仕様である場合に限り

昭和 56年度以前の建築とみなす）。 

イ）昭和 56 年度（1981年度）以前に建設された住棟 

・耐震改修を実施済みの住棟については「○」と判定する。 

・耐震診断で耐震性能があるとされた住棟については「○」と判定す

る。 

・耐震診断で耐震性能が不足するものの改善可能とされた住棟について

は「△」（改善可能）と判定する。 

・耐震診断で耐震性能が不足し改善不能とされた住棟については「×」

（改善不可能）と判定する。 

躯体・避難の

安全性に係る改善の

必要性

居住性に係る

改善の必要性

躯体・避難の

安全性に係る改善の

可能性

不可能

改善が不要 改善が必要
優先的な対応が必要

（改善可能）

優先的な対応が必要

（改善不可能）

居住性に係る

評価項目の決定

可能必要不要

必要不要
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判定項目 判定基準 
②老朽化 ●躯体の老朽化について判定する。 

・下記項目のいずれにおいても問題が顕著でない場合は、躯体の安全性

が確保されていると判断し「○」と判定する。 

ⅰ）不同沈下 

ⅱ）柱や壁の大きなひび割れ 

ⅲ）鉄筋の錆によるコンクリートの膨張亀裂（爆裂等） 

ⅳ）火災や化学薬品などによるコンクリートの劣化 

ⅴ）仕上げ材の剥落、老朽化 

ⅵ）外壁の落下、笠木の浮き 

・上記項目がひとつでもある場合は「△」（改善可能）と判定する。 

 

(ⅱ) 避難の安全性 

２方向避難及び防火区画の確保の状況について評価します。 

いずれかの項目において「×」と判定された場合、優先的な対応が必要と判断します。

なお、２階以下の住棟については判定しないものとします。 

図表 6-8 避難の安全性を判定する項目と基準 

判定項目 判定基準 

①防火区画 ●火災時の避難路となる防火区画の確保状況を判定する。 

・設計図書により防火区画の確保の状況を判断し、適切な場合には

「○」と判定する。 

・上記以外の場合は「×」（改善不可能）と判定する。 

②二方向避難 ●火災時における階下への避難ルートの確保状況を判定する。原則とし

て新築時に必要な法定の仕様に基づいて計画されているが、３階以上

の住棟を対象に下記の基準により再確認する。 

・通常使用する住戸玄関の他に、バルコニーや隣戸等を経由して避難で

きる場合は「○」と判定する。 

・バルコニー設置の固定式避難器具を使用して下層階へ避難できる場合

は「○」と判定する。 

・上記のいずれも不可能な場合は「×」（改善不可能）と判定する。 
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(ⅲ) 居住性 

居住性にかかる判定は、「住戸内の快適性」と「高齢者対応」の視点から住生活基本

計画（全国計画）や長寿社会対応住宅設計指針の基本整備水準を踏まえ、以下の６項目

で判定します。 

図表 6-9 住戸内の快適性を判定する項目と基準 

判定項目 判定基準 

①住戸規模 

●居住面積水準にかかる住戸規模を判定する。 

・住棟内のすべての住戸で３人世帯の最低居住面積水準（40 ㎡）を

確保している場合は「○」と判定する。 

・同一住棟もしくは団地内でより居室数の多い 40 ㎡以上の部屋があ

る場合、世帯規模に応じた型別供給を行っているとみなし、40 ㎡

未満の住戸を含む場合でも「○」と判定する。 

・上記以外の 40㎡未満の住戸規模については「×」と判定する。 

②３点給湯 

●住戸内の給湯設備について判定する。 

・台所・洗面所・浴室の 3 箇所すべてに給湯可能な設備が設置され

ている場合は「〇」とする。 

・上記のいずれかで給湯が不可能な場合は「×」とする。 

③水洗便所 

●便所の水洗、非水洗について判定する。 

・便所が水洗化されている場合は「〇」とする。 

・非水洗の場合は「×」とする。 

④省エネルギー 

●住戸の省エネルギー性能について判定する。 

・平成 11 年住宅省エネ法の施行以後に建築された住棟である場合、

一定の省エネルギー基準を満たすものとし「○」と判定する。 

・上記以外で、平成 5 年省エネ法改正以後に建築された住棟である

場合は「△」とする。 

・上記以外は「×」と判定する。 

なお、本計画では住生活基本計画（全国計画）に示されている居住面積水準の考え方

を基本とします。 

図表 6-10 （参考）居住面積水準（再掲） 

【出典：住生活基本計画(全国計画)（平成 28年 3月 18日）】 

区分 単身 ２人 ３人 

最低居住面積水準 25㎡ 30㎡ 40㎡ 

誘導居住面積水準 
都市居住型 40㎡ 55㎡ 75㎡ 

一般型 55㎡ 75㎡ 100㎡ 
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図表 6-11 住棟・住戸の高齢者対応を判定する項目と基準 

判定項目 判定基準 

⑤
バ
リ
ア
フ
リ
ー
性 

住戸内部 

段差 

●住戸内の段差解消の状況について判定する。 

・日常生活空間内の床に段差のない構造（20mm 以下の段差が生じるも

のを含む。）である場合は「〇」とする。 

・上記以外は「×」とする。 

住戸内部 

手すり 

●住戸内の手すりの設置状況について判定する。 

・浴室、便所の双方に手すりが設置されている場合は「〇」とする。 

・いずれか片方にのみ手すりが設置されている場合は「△」とする。 

・上記以外は「×」とする。 

共用部分 

段差 

●共用部分を有する耐火造の住棟について、共用部分及び屋外・外交

部分の段差解消の状況を判定する。 

・敷地外からの主要アプローチ通路や住棟出入口等において、高低差

が生じている場所にスロープまたはくさび形材の取り付け等により

段差のないルートが確保されている場合は「〇」とする。 

・上記以外は「×」とする。 

共用部分 

手すり 

●共用部分を有する耐火造の住棟について、共用階段・廊下への手す

りの設置状況を判定する。 

・共用階段、廊下等へ手すりが設けられている場合は「〇」とする。 

・上記以外は「×」とする。 

⑥エレベーター ●3階建て以上の住棟について、エレベーター設置状況を判定する。 

・エレベーターが設置されていれば「〇」とする。 

・上記以外は「×」とする。 

 



 75 

(ⅳ) 経年劣化 

改善もしくは計画的な大規模修繕が必要な経年劣化が住棟・住戸に生じているかどう

かを判断します。 

図表 6-12 経年劣化を判定する項目と基準 

判定項目 判定基準 

①外壁等 

●躯体の修繕の必要性について、外壁等の状況により判定する。 

・以下の項目のいずれにおいても問題が顕著になっていない場合

は、当面の大規模修繕が不要と判断し「○」と判定する。 

ⅰ）著しい美観の劣化 

ⅱ）柱や壁のひび割れ 

ⅲ）外壁皮膜の浮き 

ⅳ）仕上げ材の劣化 

ⅵ）金属部位の発錆 

・上記項目のうち一つでも問題が顕著である場合は「×」と判定す

る。 

②屋上等防水 

●躯体の修繕の必要性について、屋上、バルコニー等におけるシー

リング、防水塗装の状況から判定する。 

・顕著な問題が確認されない場合は、当面の大規模修繕が不要と判

断し、「○」と判定する。 

・上記項目一つでも問題が顕著である場合は「×」と判定する。 

③共用設備 

●住棟共用部の設備（配管設備や配電盤等）の修繕の必要性につい

て判定する。 

・顕著な劣化が確認されない場合は、当面の大規模修繕が不要と判

断し、「○」と判定する。 

・上記項目一つでも問題が顕著である場合は「×」と判定する。 

④住戸内設備 

●住戸ごとの建具、流し台、便器等の設備の更新の必要性について

判定する。 

・劣化状況が通常の空き家修繕で対応可能な場合は、大規模修繕が

不要と判断し「○」と判定する。 

・通常の空き家修繕で想定しない設備の改修、入替が必要な場合は

「×」と判定する。 
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③１次判定結果 

①、②の判定結果から、以下のように１次判定を整理します。 

表中の「グループＡ（継続管理する団地のうち改善／建替の判断を留保する団地）」及

び「グループＢ（継続管理そのものについて判断を留保する団地）」については引き続き

２次判定を実施し、それ以外のストックは３次判定に進みます。 

図表 6-13 １次判定結果の整理方法 

 

②住棟の現在の物理的特性による改善の必要性・可能性による区分 

改善不要 改善が必要 
優先的な対応が 

必要(改善可能) 

優先的な対応が 

必要(改善不可能) 

①
団
地
敷
地
の
現
在
の
立
地
環
境
等
の
社
会
的 

特
性
を
踏
ま
え
た
管
理
方
針
に
よ
る
区
分 

継続管理 

する団地 
維持管理 

改善 

または 

建替 

優先的な改善 

または 

優先的な建替 優先的な建替 

Ａグループ 

当面管理 

する団地 

(建替を 

前提と 

しない) 

維持管理 

または 

用途廃止 

改善、建替 

または 

用途廃止 

優先的な改善、 

優先的な建替 

または 

優先的な用途廃止 

優先的な建替 

または 

優先的な用途廃止 

Ｂグループ 

 

Ａ・Ｂグループは２次判定を実施 それ以外は３次判定に進む 
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図表 6-14 １次判定結果（①立地環境など団地敷地の社会的特性を踏まえた管理方針の判断） 

団地 

番号 
団地名 

中学 

校区 

団地 

戸数 

棟別 

戸数 
構造 

耐用 

年数 

建設 

年度 

A1 

入居

率 

A2 

応募倍

率 

A 

需要 

判定 

B1 

敷地 

面積 

B2 

地域 

地区 

B 

効率性

判定 

C1 

利便性 

C2 

地域バ

ランス 

C3 

災害危

険区域 

C 

立地 

判定 

① 

団地の存続の 

判断 

1 巨海 寺津 19 19 簡平 30 1963 × ○ × × ○ × ○ ○ × × 判断を留保 

2 鎌谷 福地 65 20 簡平 30 1964 ○ × × ○ ○ ○ × × × × 判断を留保 

2 鎌谷   45 簡平 30 1965   × ○ ○ ○ × × × × 判断を留保 

3 室 東部 12 12 簡平 30 1966 ○ ○ ○ × ○ × × × × × 判断を留保 

4 野々宮 福地 20 20 簡平 30 1966 × ○ × ○ ○ ○ × × × × 判断を留保 

5 父橋 東部 35 35 簡平 30 1967 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ × × × 判断を留保 

6 中原 鶴城 40 30 簡平 30 1968 × × × ○ ○ ○ × × ○ × 判断を留保 

6 中原   10 簡平 30 1969   × ○ ○ ○ × × ○ × 判断を留保 

7 中野郷 鶴城 237 10 簡平 30 1969 × × × ○ ○ ○ × × × × 判断を留保 

7 中野郷   24 簡平 30 1969   × ○ ○ ○ × × × × 判断を留保 

7 中野郷   29 簡二 45 1970   × ○ ○ ○ × × × × 判断を留保 

7 中野郷   18 簡二 45 1970   × ○ ○ ○ × × × × 判断を留保 

7 中野郷   32 簡二 45 1971   × ○ ○ ○ × × × × 判断を留保 

7 中野郷   24 中耐 70 1971   × ○ ○ ○ × × × × 判断を留保 

7 中野郷   30 中耐 70 1972   × ○ ○ ○ × × × × 判断を留保 

7 中野郷   20 中耐 70 1972   × ○ ○ ○ × × × × 判断を留保 

7 中野郷   30 中耐 70 1973   × ○ ○ ○ × × × × 判断を留保 

7 中野郷   20 中耐 70 1973   × ○ ○ ○ × × × × 判断を留保 

8 下町 鶴城 59 35 中耐 70 1981 × ○ × ○ ○ ○ ○ × ○ × 判断を留保 

8 下町   24 中耐 70 1982   × ○ ○ ○ ○ × ○ × 判断を留保 

9 宮浦 鶴城 124 16 中耐 70 1984 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ × ○ × 判断を留保 

9 宮浦   24 中耐 70 1984   ○ ○ ○ ○ ○ × ○ × 判断を留保 

9 宮浦   24 中耐 70 1985   ○ ○ ○ ○ ○ × ○ × 判断を留保 

9 宮浦   18 中耐 70 1985   ○ ○ ○ ○ ○ × ○ × 判断を留保 

9 宮浦   24 中耐 70 1986   ○ ○ ○ ○ ○ × ○ × 判断を留保 

9 宮浦   18 中耐 70 1986   ○ ○ ○ ○ ○ × ○ × 判断を留保 

10 犬塚 平坂 36 18 中耐 70 1990 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 継続管理 

10 犬塚   18 中耐 70 1991   ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 継続管理 

11 住崎 西尾 28 16 中耐 70 1997 ○ ○ ○ ○ × × ○ ○ ○ ○ 判断を留保 

11 住崎   2 中耐 70 1998   ○ ○ × × ○ ○ ○ ○ 判断を留保 

11 住崎   10 中耐 70 1998   ○ ○ × × ○ ○ ○ ○ 判断を留保 

12 対米 一色 179 52 簡平 30 1964 ×  × ○ ○ ○ × × × × 判断を留保 

12 対米   51 簡平 30 1965   × ○ ○ ○ × × × × 判断を留保 

12 対米   28 簡平 30 1966   × ○ ○ ○ × × × × 判断を留保 

12 対米   12 簡二 45 1965   × ○ ○ ○ × × × × 判断を留保 

12 対米   24 簡二 45 1966   × ○ ○ ○ × × × × 判断を留保 

12 対米   12 簡二 45 1967   × ○ ○ ○ × × × × 判断を留保 

13 味浜 一色 58 6 耐二 70 2002 × ○ × ○ ○ ○ × × ○ × 判断を留保 

13 味浜   2 耐二 70 2002   × ○ ○ ○ × × ○ × 判断を留保 

13 味浜   4 耐二 70 2002   × ○ ○ ○ × × ○ × 判断を留保 

13 味浜   7 中耐 70 2002   × ○ ○ ○ × × ○ × 判断を留保 

13 味浜   4 中耐 70 2002   × ○ ○ ○ × × ○ × 判断を留保 

13 味浜   7 中耐 70 2002   × ○ ○ ○ × × ○ × 判断を留保 

13 味浜   12 中耐 70 2003   × ○ ○ ○ × × ○ × 判断を留保 

13 味浜   16 中耐 70 2003   × ○ ○ ○ × × ○ × 判断を留保 

14 大切間 吉良 28 28 簡平 30 1966 × × × ○ ○ ○ ○ × × × 判断を留保 

15 神ノ木 吉良 20 20 簡平 30 1967 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ × × × 判断を留保 

16 神明塚 吉良 16 16 簡平 30 1968 × × × × ○ × ○ × × × 判断を留保 

17 木田 吉良 20 8 簡平 30 1969 ○ ○ ○ × ○ × ○ × × × 判断を留保 

17 木田   12 簡平 30 1969   ○ × ○ × ○ × × × 判断を留保 

18 王塚 吉良 30 12 簡二 45 1970 ○ × × ○ ○ ○ × × × × 判断を留保 

18 王塚   6 簡二 45 1970   × ○ ○ ○ × × × × 判断を留保 

18 王塚   12 簡二 45 1972   × ○ ○ ○ × × × × 判断を留保 

19 元屋敷 吉良 52 26 中耐 70 1971 ×  × ○ ○ ○ ○ × × × 判断を留保 

19 元屋敷   26 中耐 70 1972   × ○ ○ ○ ○ × × × 判断を留保 

20 富好 吉良 32 32 中耐 70 1973 ○ × × × ○ × ○ × × × 判断を留保 

21 須原 吉良 24 24 中耐 70 1975 ○ ○ ○ × ○ × × × × × 判断を留保 

22 埋畑 吉良 24 24 中耐 70 1996 × ○ × × ○ × × × × × 判断を留保 

23 鳥羽 幡豆 24 12 簡二 45 1972 × × × × ○ × ○ × × × 判断を留保 

23 鳥羽   12 簡二 45 1972   × × ○ × ○ × × × 判断を留保 

24 鳥羽第 2 幡豆 16 8 簡二 45 1976 × × × × ○ × ○ × × × 判断を留保 

24 鳥羽第 2   8 簡二 45 1976   × × ○ × ○ × × × 判断を留保 

25 鳥羽第 3 幡豆 16 8 耐二 70 1988 ○ ○ ○ × ○ × ○ × × × 判断を留保 

25 鳥羽第 3   8 耐二 70 1988   ○ × ○ × ○ × × × 判断を留保 
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図表 6-15 １次判定結果（②住棟の物理的特性による改善の必要性、可能性の判断） 

団地 

番号 
団地名 棟名 

棟別

戸数 
構造 

法定

耐用

年数 

建設

年度 

D1

耐

震

性 

D2

老

朽

化 

D

躯

体

の

安

全 

E1

防

火

区

画 

E2

二

方

向

避

難 

E

避

難

の

安

全 

◆

安

全

性

*1 

F1

専

用

40

㎡

超 

F

住

戸

規

模 

G1

給

湯

3

点 

G2

水

洗

便

所 

G3

省

エ

ネ 

G

快

適

性 

H1

住

戸

内

段

差 

H2

住

戸

内

手

す

り 

H3

共

用

部

段

差 

H4

共

用

部

手

す

り 

H5

中

耐

EV 

H

高

齢

対

応 

I1

外

壁

等 

I2

屋

上

防

水

等 

I3

共

用

設

備 

I4

住

戸

内

設

備 

I

経

年

劣

化 

② 

ストック改善の 

判断 

1 巨海  19 簡平 30 1963 ○ △ △ ○  ○ △ × × × ○ × × × ×    × × ×  ○ × 優先対応（改善可） 

2 鎌谷  20 簡平 30 1964 ○ ○ ○ ○  ○ ○ × × × × × × × ×    × ○ ○  ○ × 改善が必要 

2 鎌谷  45 簡平 30 1965 ○ ○ ○ ○  ○ ○ × × × × × × × ×    × ○ ○  ○ × 改善が必要 

3 室  12 簡平 30 1966 ○ ○ ○ ○  ○ ○ × × × ○ × × × ×    × ○ ○  ○ × 改善が必要 

4 野々宮  20 簡平 30 1966 ○ ○ ○ ○  ○ ○ × × × ○ × × × ×    × ○ ×  ○ × 改善が必要 

5 父橋  35 簡平 30 1967 ○ ○ ○ ○  ○ ○ × × × ○ × × × ×    × ○ ○  ○ × 改善が必要 

6 中原  30 簡平 30 1968 ○ ○ ○ ○  ○ ○ × × × × × × × ×    × ○ ○  ○ × 改善が必要 

6 中原  10 簡平 30 1969 ○ ○ ○ ○  ○ ○ × × × × × × × ×    × ○ ○  ○ × 改善が必要 

7 中野郷 H,G 棟 10 簡平 30 1969 ○ ○ ○ ○  ○ ○ × × × × × × × ×    × × ×  × × 改善が必要 

7 中野郷 A～F 棟 24 簡平 30 1969 ○ ○ ○ ○  ○ ○ × × × × × × × ×    × × ×  × × 改善が必要 

7 中野郷 L～P 棟 29 簡二 45 1970 ○ ○ ○ ○  ○ ○ ○ ○ × × × × × ×    × × ○  × × 改善が必要 

7 中野郷 I～K 棟 18 簡二 45 1970 ○ ○ ○ ○  ○ ○ × × × × × × × ×    × × ○  × × 改善が必要 

7 中野郷 Q～U 棟 32 簡二 45 1971 ○ ○ ○ ○  ○ ○ × × × × × × × ×    × × ○  × × 改善が必要 

7 中野郷 V 棟 24 中耐 70 1971 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ × ○ × × × ○ × ○ × × ○ ○ ○ × × 改善が必要 

7 中野郷 Z 棟 30 中耐 70 1972 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ × ○ × × × ○ × ○ × × ○ ○ ○ × × 改善が必要 

7 中野郷 X 棟 20 中耐 70 1972 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ × ○ × × × ○ × ○ × × ○ ○ ○ × × 改善が必要 

7 中野郷 Y 棟 30 中耐 70 1973 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ × ○ × × × ○ × ○ × × ○ ○ ○ × × 改善が必要 

7 中野郷 W 棟 20 中耐 70 1973 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ × ○ × × × ○ × ○ × × ○ ○ ○ × × 改善が必要 

8 下町 2 号棟 35 中耐 70 1981 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ × ○ × × ○ ○ ○ ○ × × ○ × ○ ○ × 改善が必要 

8 下町 1 号棟 24 中耐 70 1982 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ × ○ × × ○ ○ ○ ○ × × ○ × ○ ○ × 改善が必要 

9 宮浦 A 棟 16 中耐 70 1984 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ × ○ × × × ○ × ○ × × ○ ○ ○ ○ ○ 改善が必要 

9 宮浦 B 棟 24 中耐 70 1984 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ × ○ × × × ○ × ○ × × ○ ○ ○ ○ ○ 改善が必要 

9 宮浦 C 棟 24 中耐 70 1985 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ × ○ × × × ○ × ○ × × ○ ○ ○ ○ ○ 改善が必要 

9 宮浦 D 棟 18 中耐 70 1985 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ × ○ × × × ○ × ○ × × ○ ○ ○ ○ ○ 改善が必要 

9 宮浦 E 棟 24 中耐 70 1986 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ × ○ × × × ○ × ○ × × ○ ○ ○ ○ ○ 改善が必要 

9 宮浦 F 棟 18 中耐 70 1986 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ × ○ × × × ○ × ○ × × ○ ○ ○ ○ ○ 改善が必要 

10 犬塚 2 棟 18 中耐 70 1990 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ × ○ × × × × ○ ○ × × ○ × ○ ○ × 改善が必要 

10 犬塚 1 棟 18 中耐 70 1991 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ × ○ × × × × ○ ○ × × ○ ○ ○ ○ ○ 改善が必要 

11 住崎 A 棟 16 中耐 70 1997 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ × × × ○ ○ ○ × × ○ × ○ ○ × 改善が必要 

11 住崎 B 棟 2 中耐 70 1998 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ × × × ○ ○ ○ × × ○ × ○ ○ × 改善が必要 

11 住崎 B 棟 10 中耐 70 1998 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ × × × ○ ○ ○ × × ○ × ○ ○ × 改善が必要 

12 対米  52 簡平 30 1964 ○ △ △ ○  ○ ○ × × × × × × × ×    × × ○  × × 優先対応（改善可） 

12 対米  51 簡平 30 1965 ○ △ △ ○  ○ ○ × × × × × × × ×    × × ○  × × 優先対応（改善可） 

12 対米  28 簡平 30 1966 ○ △ △ ○  ○ ○ × × × × × × × ×    × × ○  × × 優先対応（改善可） 

12 対米  12 簡二 45 1965 ○ △ △ ○  ○ ○ ○ ○ × × × × × ×    × × ○  × × 優先対応（改善可） 

12 対米  24 簡二 45 1966 ○ △ △ ○  ○ ○ ○ ○ × × × × × ×    × × ○  × × 優先対応（改善可） 

12 対米  12 簡二 45 1967 ○ △ △ ○  ○ ○ ○ ○ × × × × × ×    × × ○  × × 優先対応（改善可） 

13 味浜 1 号棟 6 耐二 70 2002 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○  ○ ○ ○ ○ ○ ○ 改善不要 

13 味浜  2 耐二 70 2002 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○  ○ ○ ○ ○ ○ ○ 改善不要 

13 味浜  4 耐二 70 2002 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○  ○ ○ ○ ○ ○ ○ 改善不要 

13 味浜 2 号棟 7 中耐 70 2002 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 改善不要 

13 味浜  4 中耐 70 2002 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 改善不要 

13 味浜  7 中耐 70 2002 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 改善不要 

13 味浜 3 号棟 12 中耐 70 2003 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 改善不要 

13 味浜  16 中耐 70 2003 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 改善不要 

14 大切間  28 簡平 30 1966 ○ △ △ ○  ○ ○ × × × ○ × × × ○    × × ○  ○ × 優先対応（改善可） 

15 神ノ木  20 簡平 30 1967 ○ △ △ ○  ○ ○ × × × ○ × × × ○    × × ○  ○ × 優先対応（改善可） 

16 神明塚  16 簡平 30 1968 ○ ○ ○ ○  ○ ○ × × × ○ × × × ○    × × ○  ○ × 改善が必要 

17 木田  8 簡平 30 1969 ○ ○ ○ ○  ○ ○ × × × ○ × × × ○    × × ×  ○ × 優先対応（改善可） 

17 木田  12 簡平 30 1969 ○ △ △ ○  ○ ○ × × × ○ × × × ○    × × ×  ○ × 優先対応（改善可） 

18 王塚  12 簡二 45 1970 ○ ○ ○ ○  ○ ○ ○ ○ × ○ × × × ×    × × ○  ○ × 改善が必要 

18 王塚  6 簡二 45 1970 ○ ○ ○ ○  ○ ○ × × × ○ × × × ×    × × ○  ○ × 改善が必要 

18 王塚  12 簡二 45 1972 ○ ○ ○ ○  ○ ○ ○ ○ × ○ × × × ×    × × ○  ○ × 改善が必要 

19 元屋敷 A 棟 26 中耐 70 1971 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ × × × ○ × × × ○ ○ ○ × × ○ × ○ ○ × 改善が必要 

19 元屋敷 B 棟 26 中耐 70 1972 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ × × × ○ × × × ○ ○ ○ × × ○ × ○ ○ × 改善が必要 

20 富好  32 中耐 70 1973 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ × × × ○ × × × × × ○ × × ○ × ○ ○ × 改善が必要 

21 須原  24 中耐 70 1975 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ × ○ × × × × × ○ × × ○ ○ ○ × × 改善が必要 

22 埋畑  24 中耐 70 1996 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ × × ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 改善が必要 

23 鳥羽 1-7,8-13 12 簡二 45 1972 ○ △ △ ○  ○ ○ ○ ○ × ○ × × × ○    × × ○  ○ × 優先対応（改善可） 

23 鳥羽 
14-19, 

20-25 
12 簡二 45 1972 ○ △ △ ○  ○ ○ × × × ○ × × × ○    × × ○  ○ × 優先対応（改善可） 

24 鳥羽第 2 A 棟 8 簡二 45 1976 ○ ○ ○ ○  ○ ○ ○ ○ × ○ × × × ○    × × ○  ○ × 改善が必要 

24 鳥羽第 2 B 棟 8 簡二 45 1976 ○ ○ ○ ○  ○ ○ ○ ○ × ○ × × × ○    × × ○  ○ × 改善が必要 

25 鳥羽第 3 A 棟 8 耐二 70 1988 ○ ○ ○ ○  ○ ○ ○ ○ ○ ○ × × × ×    × ○ ○  ○ × 改善が必要 

25 鳥羽第 3 B 棟 8 耐二 70 1988 ○ ○ ○ ○  ○ ○ ○ ○ ○ ○ × × × ×    × ○ ○  ○ × 改善が必要 

*1 ◆安全性：○改善不要／△優先的な対応が必要（改善可能）／×優先的な対応が必要（改善不可能） 
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図表 6-16 １次判定の結果まとめ 

 改善不要 改善が必要 
優先的な対応が 

必要(改善可能) 

優先的な対応が 

必要(改善不可能) 

継続管理する 

団地 

維持管理 改善、又は建替 
優先的な改善、 

又は優先的な建替 
優先的な建替 

（なし） 

犬塚 （なし） 

（なし） 

Ａグループ（36戸） 

継続管理に 

ついて判断を 

保留する団地 

 

※当面管理 

する団地。 

建替を前提と 

しない。 

維持管理、 

または 

用途廃止 

改善、建替、 

または用途廃止 

優先的な改善、 

優先的な建替、 

または優先的な 

用途廃止 

優先的な建替、 

または優先的な 

用途廃止 

味浜 

鎌谷、室、野々宮、 

父橋、中原、 

中野郷、下町、 

宮浦、住崎、神明塚、 

王塚、元屋敷、富好、 

須原、埋畑、 

鳥羽第 2、鳥羽第 3 

巨海、対米、 

大切間、神ノ木、 

木田、鳥羽 

（なし） 

Ｂグループ（1,178戸） 
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6-3 ◆２次判定 

2 次判定では、1 次判定において事業手法・管理方針の判断を留保した団地・住棟を対象

として、Ａグループ・Ｂグループそれぞれの検討から事業手法を仮設定します。 

また、公営住宅の新規整備の必要性についても検討します。 

 

①ライフサイクルコスト比較や当面の事業量の試算を踏まえた事業手法の仮設定 

図表 6-17 Ａグループの２次判定の流れ 

 

 

 

下記の条件に基づくストック個別の算定結果を改善前・改善後で比較し、原則として、

改善よりも建替を実施する方がＬＣＣを縮減できる場合にのみ、事業手法を建替と仮設定

します。 

図表 6-18 ２次判定におけるＬＣＣ算定の仮設定条件 

①計画前の活用期間 
長寿命化改善を実施しない場合における、建築年度から建替年度ま

での活用年数。 

②計画後の活用期間 
長寿命化改善を実施した場合における、建築年度から建替年度まで

の活用年数。 

③改善項目 

および工事単価 

上記②の活用期間を実現するために実施する長寿命化改善工事の項

目と工事にかかる事業費（活用期間において 2回の改善を実施する

想定での累積事業費）。 

 

ＬＣＣの比較で仕分けられた建替・改善の総事業量を確認します。 

本計画期間内に実施可能とするストックは「優先的な建替」及び「優先的な改善」とし

て位置づけ、実施が困難とし本計画期間後における実施等を検討するストックは「建替」

及び「改善」として位置づけます。 

総建替事業量総改善事業量

改善 建替

事業量の試算・検討

ライフサイクル

コストの比較

Ａグループ

10年間で実施

可能な改善

事業量

10年間で実施

可能な建替

事業量

実施

可能性

実施

可能性

改善 優先的な改善 優先的な建替 建替

縮減する 縮減しない

高い 高い低い 低い
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②将来のストック量を踏まえた事業手法の仮設定 

図表 6-19 Ｂグループの２次判定の流れ 

 

 

 

本項では、計画最終年度における耐用年数、エリア別の将来需要から団地の存続を判断

した上で、ＬＣＣが縮減する長寿命化改善による延命後の活用期間について判定し、当面

活用可能なストックについては需要への適切な対応に用いていくものとします。 

当面存続するストックでエリア別の将来需要が充足する場合、法定耐用年数を経過した

ストックについては、統合建替による戸数移転もしくはより望ましい形での新規供給によ

る代替により用途廃止を図るものとします。 

図表 6-20 耐用年数を経過するストックの活用判断 

エリア別の中長期需要量 ・エリア別の中長期需要量が当該ストック数を含まなくても充足で

きると見込まれ、かつ、中学校区内に当該ストック以外の存続団

地がある場合は「用途廃止」と仮設定する。 地域における需要 

図表 6-21 耐用年数を経過しないストックの活用判断 

ＬＣＣの比較 
・改善が不要の場合「当面維持管理」とする。 

・改善が必要で、長寿命化改善によりＬＣＣが縮減する場合は「改

善/当面維持管理」とする。 

・長寿命化改善でＬＣＣが縮減せず、現状敷地で建替が可能な場合

は「建替」とする。 

・長寿命化改善でＬＣＣが縮減せず、現状敷地で建替が困難な場合

は「新規供給」とする。 

長期需要への対応 

敷地の状況 

Ｂグループ

改善後のLCC

改善の

必要性

当面

維持管理

(優先)改善/

当面管理

(優先)

用途廃止

エリア別の

中長期需要量

縮減しない

縮減する

(優先)建替

改善不要

要改善

現状敷地の

状況

新規供給

建替可

建替不可

2028年度末

での耐用年数

経過

未経過

中学校区内の

他の存続団地

充足

不足

なし

あり
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③２次判定結果 

①、②の判定結果から、２次判定は以下のとおりとなります。 

図表 6-22 ２次判定結果一覧 

団地 

番号 
団地名 棟名 

棟別

戸数 
構造 

法定

耐用

年数 

建設年

度 
1 次判定結果 

一次

判定

グ

ルー

プ 

LCC 改

善額①

（千円/

年・棟）*1
 

LCC 改

善額②

（千円/

年・棟）*2
 

改善

投資

の効

果あ

り 

10 年

事業量

からの

実施可

能性

（A） 

戸数

維持

に必

要

（B） 

現状

敷地

で建

替可

（B） 

2 次判定結果 

1 巨海  19 簡平 30 1963 【優先】改善 or 建替 or 用廃 B ▲13 ▲13 × - ○ × 優先用廃/新規 

2 鎌谷  20 簡平 30 1964 改善 or 建替 or 用廃 B ▲13 ▲13 × - ○ ○ 建替 

2 鎌谷  45 簡平 30 1965 改善 or 建替 or 用廃 B ▲9 ▲9 × - ○ ○ 建替 

3 室  12 簡平 30 1966 改善 or 建替 or 用廃 B ▲8 ▲8 × - ○ × 用廃/新規 

4 野々宮  20 簡平 30 1966 改善 or 建替 or 用廃 B ▲8 ▲8 × - ○ ○ 建替 

5 父橋  35 簡平 30 1967 改善 or 建替 or 用廃 B ▲6 ▲6 × - ○ ○ 建替 

6 中原  30 簡平 30 1968 改善 or 建替 or 用廃 B ▲5 ▲5 × - ○ ○ 建替 

6 中原  10 簡平 30 1969 改善 or 建替 or 用廃 B ▲3 ▲3 × - ○ ○ 建替 

7 中野郷 H,G 棟 10 簡平 30 1969 改善 or 建替 or 用廃 B ▲3 ▲3 × - ○ ○ 建替 

7 中野郷 A～F 棟 24 簡平 30 1969 改善 or 建替 or 用廃 B ▲3 ▲3 × - ○ ○ 建替 

7 中野郷 L～P 棟 29 簡二 45 1970 改善 or 建替 or 用廃 B 9 9 ○ - ○ ○ 改善 

7 中野郷 I～K 棟 18 簡二 45 1970 改善 or 建替 or 用廃 B 11 11 ○ - ○ ○ 改善 

7 中野郷 Q～U 棟 32 簡二 45 1971 改善 or 建替 or 用廃 B 16 16 ○ - ○ ○ 改善 

7 中野郷 V 棟 24 中耐 70 1971 改善 or 建替 or 用廃 B 684 367 ○ - ○ ○ 改善 

7 中野郷 Z 棟 30 中耐 70 1972 改善 or 建替 or 用廃 B 1,502 1,004 ○ - ○ ○ 改善 

7 中野郷 X 棟 20 中耐 70 1972 改善 or 建替 or 用廃 B 1,001 669 ○ - ○ ○ 改善 

7 中野郷 Y 棟 30 中耐 70 1973 改善 or 建替 or 用廃 B 1,220 772 ○ - ○ ○ 改善 

7 中野郷 W 棟 20 中耐 70 1973 改善 or 建替 or 用廃 B 813 515 ○ - ○ ○ 改善 

8 下町 2 号棟 35 中耐 70 1981 改善 or 建替 or 用廃 B 3,543 2,759 ○ - ○ ○ 改善 

8 下町 1 号棟 24 中耐 70 1982 改善 or 建替 or 用廃 B 2,439 1,897 ○ - ○ ○ 改善 

9 宮浦 A 棟 16 中耐 70 1984 改善 or 建替 or 用廃 B 1,679 1,307 ○ - ○ ○ 改善 

9 宮浦 B 棟 24 中耐 70 1984 改善 or 建替 or 用廃 B 2,518 1,960 ○ - ○ ○ 改善 

9 宮浦 C 棟 24 中耐 70 1985 改善 or 建替 or 用廃 B 2,514 1,956 ○ - ○ ○ 改善 

9 宮浦 D 棟 18 中耐 70 1985 改善 or 建替 or 用廃 B 1,886 1,467 ○ - ○ ○ 改善 

9 宮浦 E 棟 24 中耐 70 1986 改善 or 建替 or 用廃 B 2,557 1,990 ○ - ○ ○ 改善 

9 宮浦 F 棟 18 中耐 70 1986 改善 or 建替 or 用廃 B 1,918 1,492 ○ - ○ ○ 改善 

10 犬塚 2 棟 18 中耐 70 1990 改善または建替 A 1,563 1,199 ○ ○ - - 改善 

10 犬塚 1 棟 18 中耐 70 1991 改善または建替 A 1,488 1,124 ○ ○ - - 改善 

11 住崎 A 棟 16 中耐 70 1997 改善 or 建替 or 用廃 B 2,104 1,619 ○ - ○ ○ 改善 

11 住崎 B 棟 2 中耐 70 1998 改善 or 建替 or 用廃 B 264 203 ○ - ○ ○ 改善 

11 住崎 B 棟 10 中耐 70 1998 改善 or 建替 or 用廃 B 1,322 1,017 ○ - ○ ○ 改善 

12 対米  52 簡平 30 1964 【優先】改善 or 建替 or 用廃 B ▲12 ▲12 × - × ○ 優先用廃 

12 対米  51 簡平 30 1965 【優先】改善 or 建替 or 用廃 B ▲12 ▲12 × - × ○ 優先用廃 

12 対米  28 簡平 30 1966 【優先】改善 or 建替 or 用廃 B ▲12 ▲12 × - × ○ 優先用廃 

12 対米  12 簡二 45 1965 【優先】改善 or 建替 or 用廃 B ▲9 ▲9 × - ○ ○ 優先建替 

12 対米  24 簡二 45 1966 【優先】改善 or 建替 or 用廃 B ▲6 ▲6 × - ○ ○ 優先建替 

12 対米  12 簡二 45 1967 【優先】改善 or 建替 or 用廃 B ▲1 ▲1 × - ○ ○ 優先建替 

13 味浜 1 号棟 6 耐二 70 2002 維持管理 or 用途廃止 B - - - - ○ ○ 維持管理 

13 味浜  2 耐二 70 2002 維持管理 or 用途廃止 B - - - - ○ ○ 維持管理 

13 味浜  4 耐二 70 2002 維持管理 or 用途廃止 B - - - - ○ ○ 維持管理 

13 味浜 2 号棟 7 中耐 70 2002 維持管理 or 用途廃止 B - - - - ○ ○ 維持管理 

13 味浜  4 中耐 70 2002 維持管理 or 用途廃止 B - - - - ○ ○ 維持管理 

13 味浜  7 中耐 70 2002 維持管理 or 用途廃止 B - - - - ○ ○ 維持管理 

13 味浜 3 号棟 12 中耐 70 2003 維持管理 or 用途廃止 B - - - - ○ ○ 維持管理 

13 味浜  16 中耐 70 2003 維持管理 or 用途廃止 B - - - - ○ ○ 維持管理 

14 大切間  28 簡平 30 1966 【優先】改善 or 建替 or 用廃 B ▲12 ▲12 × - × × 優先用廃 

15 神ノ木  20 簡平 30 1967 【優先】改善 or 建替 or 用廃 B ▲11 ▲11 × - × × 優先用廃 

16 神明塚  16 簡平 30 1968 改善 or 建替 or 用廃 B ▲6 ▲6 × - × × 用廃 

17 木田  8 簡平 30 1969 改善 or 建替 or 用廃 B ▲4 ▲4 × - × × 用廃 

17 木田  12 簡平 30 1969 【優先】改善 or 建替 or 用廃 B ▲4 ▲4 × - × × 優先用廃 

18 王塚  12 簡二 45 1970 改善 or 建替 or 用廃 B 10 10 ○ - × × 用廃 

18 王塚  6 簡二 45 1970 改善 or 建替 or 用廃 B 10 10 ○ - × × 用廃 

18 王塚  12 簡二 45 1972 改善 or 建替 or 用廃 B 12 12 ○ - × × 用廃 

19 元屋敷 A 棟 26 中耐 70 1971 改善 or 建替 or 用廃 B 741 398 ○ - ○ ○ 改善 

19 元屋敷 B 棟 26 中耐 70 1972 改善 or 建替 or 用廃 B 1,302 870 ○ - ○ ○ 改善 

20 富好  32 中耐 70 1973 改善 or 建替 or 用廃 B 1,302 823 ○ - ○ ○ 改善 

21 須原  24 中耐 70 1975 改善 or 建替 or 用廃 B 1,603 1,142 ○ - ○ ○ 改善 

22 埋畑  24 中耐 70 1996 改善 or 建替 or 用廃 B 2,993 2,312 ○ - ○ ○ 改善 

23 鳥羽 1-7,8-13 12 簡二 45 1972 【優先】改善 or 建替 or 用廃 B 23 23 ○ - ○ × 優先改/当面管理 

23 鳥羽 
14-19, 

20-25 
12 簡二 45 1972 【優先】改善 or 建替 or 用廃 B 23 23 ○ - ○ × 優先改/当面管理 

24 鳥羽第 2 A 棟 8 簡二 45 1976 改善 or 建替 or 用廃 B 68 68 ○ - ○ × 改善/当面管理 

24 鳥羽第 2 B 棟 8 簡二 45 1976 改善 or 建替 or 用廃 B 71 71 ○ - ○ × 改善/当面管理 

25 鳥羽第 3 A 棟 8 耐二 70 1988 改善 or 建替 or 用廃 B 751 579 ○ - ○ × 改善 

25 鳥羽第 3 B 棟 8 耐二 70 1988 改善 or 建替 or 用廃 B 751 579 ○ - ○ × 改善 

*1 *2 LCC改善額①は耐火住棟を法定耐用年数の 10年後まで、②は法定耐用年数まで活用した場合の試算額。 
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２次判定の結果を下図のとおり整理します。 

表中のすべてのストックについて、引き続き３次判定を実施します。 

図表 6-23 ２次判定の結果まとめ 

 改善不要 改善が必要 
優先的な対応が必要 

（改善可能） 

優先的な 

対応が必要 

（改善不可能） 

維
持
管
理
す
る
団
地 

維持管理 改善 建替 

 

優先的な 

改善 

 

 

優先的な 

建替 

 

 

優先的な 

建替 

 

味浜 

 

中野郷(簡二)、 

中野郷(中耐)、 

下町、宮浦、 

犬塚、住崎、 

元屋敷、富好、 

須原、埋畑、 

鳥羽第 3 

 

鎌谷、野々宮、 

父橋、中原、 

中野郷(簡平) 

（なし） 対米(簡二) （なし） 

当
面
管
理
す
る
団
地 

当面 

維持 

管理 

用途 

廃止 

改善し 

当面 

維持管理 

用途廃止 

 

優先的に 

改善し 

当面 

維持管理 

 

優先的な 

用途廃止 

優先的な 

用途廃止 

（なし） （なし） 鳥羽第 2 
室、神明塚、 

王塚 
鳥羽 

 

巨海、 

対米(簡平)、 

大切間、神ノ木、 

木田 

 

（なし） 

新規整備（本計画期間に最大 50 戸程度） 
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6-4 ◆３次判定 

３次判定では、個別の団地・住宅ストック以外の要因を加味して１次判定・２次判定の

結果を再検討し、計画期間における団地別・住棟別の事業手法を決定します。 

 

① 統合・再編等の可能性を踏まえた団地・住棟の事業手法の再判定 

図表 6-24 団地単位の効率的活用に関する検討内容 

検討の概要 検討の考え方 

同一団地内での住棟相互の連携による

効果的・効率的なストック活用を検討 

・建替／改善／優先的な建替または優先的な改

善と判定された住棟が混在する場合に、住棟

の配置や事業の手順や高度利用の可能性等か

ら建替が適切と考えられる住棟について、隣

接住棟との一体的な建替を検討する。 

・維持管理の住棟の場合には原則として判定通

りの手法を適用する。 

図表 6-25 統廃合の可能性・集約整理の必要性に関する検討内容 

検討の概要 検討の考え方 

近接する団地相互または地域単位での

調整による効果的・効率的なストック

活用を検討 

・需要等から高度利用の必要性があり、現状敷

地において困難な場合、敷地に余裕のある近

接団地との統合建替を検討する。 

・おおむね 20戸程度までの小規模な団地につい

ては、敷地に余裕のある近隣団地への集約整

理を検討する。 

図表 6-26 地域ニーズへの対応など総合的な検討内容 

検討の概要 検討の考え方 

ｱ)地域単位の

視点 

地域単位での市営住宅

団地の確保 

・おおむね中学校区内において市営住宅が最低

一団地は存続するよう検討する。 

エリアごとの稼働ス

トックの確保 

・エリアごとの需要見通しに対して建替や大規

模改善により実質の供給戸数が不足する場

合、用途廃止の先延べや既存の民間賃貸ス

トックの活用を検討する。 

ｲ)事業時期の

平準化の視

点 

事業量、事業コストの

激変緩和 

・建替や大規模改善などの事業時期が集中する

場合、エリアごとの事業優先度にもとづく事

業時期の先延べを検討する。 
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② 事業費の試算及び事業実施時期の調整検討 

◆事業費の試算 

・計画期間内及び計画期間以降の概算事業費の算定を行います。 

⇒２次判定時に整理した事業費から確認します。 

 

◆事業実施時期の調整 

・優先的な対応を行う住棟とそれ以外の住棟について、当面 10年間における対応を整理し

ます。 

⇒計画期間内に実施する予定事業を「優先的な建替」「優先的な改善」として、当面 10

年間のスケジュールに位置づけます。 

それ以外の「建替」「改善」については本計画期間外の対応とします。 

 

③ 長期的な管理の見通し 

・法定点検や計画的な修繕の実施周期、時期を勘案したおおむね 30 年程度の管理スケ

ジュールを想定し、本計画期間における事業実施時期を調整します。 

 

①、②、③の検討結果から、以下のように３次判定を整理します。 
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図表 6-27 ３次判定による活用手法の見直しの方向 

団地名 構造 戸数 １次判定 ２次判定 

団
地
単
位
の 

効
率
的
活
用 

統
廃
合
の
可
能
性 

（
近
接
性
） 

集
約
整
理
の 

必
要
性
（
規
模
） 

地
域
ニ
ー
ズ
へ
の 

対
応 

公
営
戸
数
減
少 

へ
の
対
応 

事
業
時
期
の 

平
準
化 

見直しの方向 

巨海 簡平 19 【優先】改善/建替/用廃 優先用廃/新規 × × ○ × ○ ○ 鎌谷の建替に集約 

鎌谷 簡平 65 改善/建替/用廃 建替 × × × × ○ × 本計画期間中に建替 

室 簡平 12 改善/建替/用廃 用廃/新規 × ○ ○ × ○ ○ 鎌谷の建替に集約 

野々宮 簡平 20 改善/建替/用廃 建替 × × ○ × ○ ○ 中野郷簡平の建替に集約 

父橋 簡平 35 改善/建替/用廃 建替 × × × × ○ ○ 当面は修繕対応 

中原 簡平 40 改善/建替/用廃 建替 × × × × ○ ○ 当面は修繕対応 

中野郷 

簡平 34 

改善/建替/用廃 

建替 ○ × × × ○ × 
本計画期間中に中耐を長

寿命化し、続けて簡平を建

替。簡二は当面修繕対応 

簡二 79 改善 ○ - - - - × 

中耐 124 改善 ○ - - - - × 

下町 中耐 59 改善/建替/用廃 改善 × - - - - ○ 当面は修繕対応 

宮浦 中耐 
40 

改善/建替/用廃 

改善 × - - - - × 
当面は修繕対応 

84 改善 × - - - - ○ 

犬塚 中耐 36 改善または建替 改善 × - - - - × 本計画期間中に改善 

住崎 中耐 28 改善/建替/用廃 改善 × - - - - × 本計画期間中に改善 

対米 
簡平 131 

【優先】改善/建替/用廃 
優先用廃 ○ × ○ × 

○ 
- 本計画期間中に規模縮小し

て非現地建替 簡二 48 優先建替 ○ × ○ × × 

味浜 
耐二 12 

維持管理/用途廃止 
維持管理 × - - - - - 

当面は維持管理 
中耐 46 維持管理 × - - - - - 

大切間 簡平 28 【優先】改善/建替/用廃 優先用廃 × - - × × × 当面は修繕対応 

神ノ木 簡平 20 【優先】改善/建替/用廃 優先用廃 × - - × × × 当面は修繕対応 

神明塚 簡平 16 改善/建替/用廃 用廃 × - - × × × 当面は修繕対応 

木田 簡平 20 【優先】改善/建替/用廃 優先用廃 × - - × × × 当面は修繕対応 

王塚 簡二 30 改善/建替/用廃 用廃 × - - × × × 当面は修繕対応 

元屋敷 中耐 52 改善/建替/用廃 改善 × - - - - × 当面は修繕対応 

富好 中耐 32 改善/建替/用廃 改善 × - - - - × 当面は修繕対応 

須原 中耐 24 改善/建替/用廃 改善 × - - - - × 
福祉対応型改善を先行的

に実施 

埋畑 中耐 24 改善/建替/用廃 改善 × - - - - × 本計画期間中に改善 

鳥羽 簡二 24 【優先】改善/建替/用廃 優先改/当面管理 × ○ ○ - - ○ 
鳥羽、鳥羽第 3、鳥羽第 2

の順で本計画期間中に改

善、将来的に統合 

鳥羽第 2 簡二 16 改善/建替/用廃 改善/当面管理 × ○ ○ - - ○ 

鳥羽第 3 耐二 16 改善/建替/用廃 改善 × ○ ○ - - ○ 

(新規整備) 50 - 新規整備 × ○ × × ○ ○ 

建替・用途廃止の実施時期

にあわせて民間賃貸住宅

の借上等により確保 
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図表 6-28 ３次判定の結果まとめ 

団地名 構造 建設年度 ３次判定 従前戸数 戸数の変動 

巨海 簡平 S38 用途廃止(集約) 19 0 (▲19) 

鎌谷 簡平 S39-S40 建替(統合) 65 64 (▲1) 

室 簡平 S41 用途廃止(集約) 12 0 (▲12) 

野々宮 簡平 S41 用途廃止(集約) 20 0 (▲20) 

父橋 簡平 S42 修繕対応 35 - 

中原 簡平 S43-S44 修繕対応 40 - 

中野郷 

簡平 S44 建替(統合) 34 48 (+14) 

簡二 S45-S46 修繕対応 79 - 

中耐 S46-S48 個別改善 124 - 

下町 中耐 S56-S57 修繕対応 59 - 

宮浦 中耐 
S61 修繕対応 42 - 

S59-S60 修繕対応 82 - 

犬塚 中耐 H2-H3 個別改善 36 - 

住崎 中耐 H9-H10 個別改善 28 - 

対米 
簡平 S39-S41 用途廃止(集約) 131 0 (▲131) 

簡二 S40-S42 建替(非現地) 48 46 (▲2) 

味浜 
耐二 H14 維持管理 12 - 

中耐 H14-H15 維持管理 46 - 

大切間 簡平 S41 修繕対応 28 - 

神ノ木 簡平 S42 修繕対応 20 - 

神明塚 簡平 S43 修繕対応 16 - 

木田 簡平 S44 修繕対応 20 - 

王塚 簡二 S45/S47 修繕対応 30 - 

元屋敷 中耐 S46-S47 修繕対応 52 - 

富好 中耐 S48 修繕対応 32 - 

須原 中耐 S50 個別改善 24 - 

埋畑 中耐 H8 個別改善 24 - 

鳥羽 簡二 S47 個別改善 24 - 

鳥羽第 2 簡二 S51 個別改善 16 - 

鳥羽第 3 耐二 S63 個別改善 16 - 

新規借り上げ等 0 50 (+50) 

総計 1,214 1,093 (▲121) 

図表 6-29 活用手法別の市営住宅戸数（見込み） 

新規 

借上げ等 

 

50戸 

既存の市営住宅ストック：1,214戸 

 

維持管理 

593 戸 

（うち修繕対応 

535 戸） 

 

個別改善 

292 戸 

 

建替 

147 戸 

（建替後 

158 戸） 

 

用途廃止 

182 戸 

継続管理する既存の市営住宅ストック：1,043戸 

計画期間において活用可能な市営住宅戸数：1,093戸 
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第7 章 点検の実施方針 

7-1 ◆点検の基本方針 

法定点検は、法令に基づく適切な点検を実施します。法定点検の対象外の住棟においては、

建築基準法第 12条の規定に準じて点検（あわせて「定期点検」とする。）を実施します。 

本市が当面管理する総ストック数から考えると、3 か年に一度の点検としても平均で年当

たり 8団地 400戸近くが対象となることから、効率的な実施に配慮します。 

また、すべての住棟を対象に日常点検を実施します。日常点検は、年に一度を目処に「公

営住宅等日常点検マニュアル（平成 28 年 8月国土交通省住宅局住宅総合整備課）」に則り実

施することを基本とします。 

定期点検の結果は、修繕・維持管理の計画見直しや次回以降の点検の実施方針に役立てら

れるよう、逐次データベースに登録して集計・分析が可能な状態とします。 

 

7-2 ◆点検の実施方針 

①点検のスケジュール 

本計画期間内に実施が必要となる法定点検は、西尾市公共施設等総合管理計画に示す

点検・診断等の実施方針と整合を図りつつ、3 か年ごとの実施を前提として計画期間内

で平準化したものとします。なお、建替や長寿命化改善の事業進捗にあわせて適宜見直

しを行います。 

図表 7-1 計画期間中の点検スケジュール 

定期点検年度 対象団地 
現況の棟数 

・戸数 

2019・2022・2025・2028  中野郷／下町／宮浦 33棟 420戸 

2020・2023・2026 巨海／鎌谷／室／野々宮／父橋／中原／犬塚／住崎／対米 94棟 434戸 

2021・2024・2027  
味浜／大切間／神ノ木／神明塚／木田／王塚／元屋敷／ 

富好／須原／鳥羽／鳥羽第 2／鳥羽第 3 
46棟 360戸 

 

②実施体制 

日常点検は、公営住宅等の事業主体の担当者等が現場において目視で行うことができ

る範囲の内容としますが、備品の携帯や車両の運転、万が一のトラブル時の対応を想定

し、複数人で実施することを原則とします。 

また、重大な事故につながり易く、専門的な視点が必要なエレベーター、飲料水用の

貯水槽・加圧設備、遊具等については専門職による点検を原則とします。 
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③事前準備 

日常点検を行う際には、前回の点検時に《所見あり》とされた箇所と内容を事前に確

認します。前回点検時に《経過観察》とされた箇所については、劣化事象の進行程度や、

既に修繕済みの箇所についてはその後の経過を重点的に点検します。 

また、前回の点検実施後に発見・報告された不具合や修繕の記録、今後の計画修繕の

予定等も事前に確認します。 
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④点検項目の一覧 

団地の敷地および構造別の住宅ストックに対する点検項目は以下の通りとします。 

図表 7-2 敷地及び地盤等に係る点検項目 

部位 確認する項目 
法定

点検 

ア）地盤 ■地盤沈下等による不陸、傾斜等の状況 ○ 

イ）敷地 ■敷地内の排水の状況 ○ 

ウ）敷地内の通路 ■敷地内の通路の支障物の状況 ○ 

エ）塀 ■組積造の塀または補強コンクリートブロック造の塀等の劣化及び損傷の状況 ○ 

■金属フェンス等の劣化及び損傷の状況  

オ）擁壁 ■擁壁の劣化及び損傷の状況 ○ 

■擁壁の水抜きパイプの維持保全の状況 ○ 

カ）屋外工作物 ■遊具、ベンチ等の劣化及び損傷の状況  

キ）屋外電気設備 ■外灯の不具合、劣化及び損傷の状況  

ク）通路・車路 ■平面駐車場の劣化及び損傷の状況  

■車路・歩道、スロープ、屋外階段の劣化及び損傷の状況  

ケ）付属施設 ■自転車置場、ゴミ集積所等の劣化及び損傷の状況  

図表 7-3 建築物の外部に係る点検項目（耐火・簡易耐火造） 

部位 確認する項目 
法定

点検 

ア）基礎 ■基礎の沈下等の状況 ○ 

■基礎の劣化及び損傷の状況 ○ 

イ）土台 ■土台の沈下等の状況 ○ 

■土台の劣化及び損傷の状況 ○ 

ウ）外壁（躯体等） ■木造の外壁躯体の劣化及び損傷の状況 ○ 

■補強コンクリートブロック造の外壁躯体の劣化及び損傷の状況 ○ 

■PCa 鉄筋コンクリート造の外壁躯体の劣化及び損傷の状況  

■鉄筋コンクリート造及び鉄骨鉄筋コンクリート造の外壁躯体の劣化及び損傷

の状況 
○ 

エ）外壁 

（外壁仕上げ材等） 

■塗り仕上げ、タイル、石貼り等（乾式工法によるものを除く。）、モルタル等の

劣化及び損傷の状況 
○*

 

■金属系パネルの劣化及び損傷の状況 ○ 

■コンクリート系パネルの劣化及び損傷の状況 ○ 

■窯業系サイディングの劣化及び損傷の状況  

■シーリングの劣化及び損傷の状況  

オ）外壁（窓サッシ等） ■サッシ等の劣化及び損傷の状況 ○ 

カ）建具 ■共用部ドア、住戸玄関ドアの劣化及び損傷の状況  

■シャッター（防火シャッター含む）、メーターボックス扉、パイプスペース扉等

の枠及び建具の劣化及び損傷の状況 
 

キ）金物類 ■落下防護庇の劣化及び損傷の状況  

■集合郵便受、掲示板、室名札等の劣化及び損傷の状況  

*
 塗り仕上げを除く。 
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図表 7-4 屋上及び屋根に係る点検項目（耐火・簡易耐火造） 

部位 確認する項目 
法定

点検 

ア）屋上面、屋上回り ■屋上面の劣化及び損傷の状況 ○ 

■雨樋の劣化及び損傷の状況  

イ）屋根 ■屋根の劣化及び損傷の状況 ○ 

図表 7-5 建築設備に係る点検項目（耐火・簡易耐火造） 

部位 確認する項目 
法定

点検 

ア）飲料用配管及び排水配管 

（隠蔽部分及び埋設部分を除く） 
■配管の腐食及び漏水の状況 ○ 

イ）給水タンク、給水ポンプ等 ■給水タンク等の腐食及び漏水の状況 ○ 

ウ）排水設備 

（隠蔽部分及び埋設部分を除く） 
■屋内雑排水管、汚水管、雨水管の腐食及び漏水の状況  

図表 7-6 避難施設等に係る点検項目（耐火・簡易耐火造） 

部位 確認する項目 
法定

点検 

ア）廊下（共用廊下） ■物品の放置の状況 ○ 

■手すりの劣化及び損傷の状況  

■床の劣化及び損傷の状況  

■壁・柱・梁の劣化及び損傷の状況  

■天井・軒裏の劣化及び損傷の状況  

イ）出入口 ■物品の放置の状況 ○ 

ウ）バルコニー ■手すり等の劣化及び損傷の状況 ○ 

■物品の放置の状況 ○ 

■隔て板、物干し金物等の劣化及び損傷の状況  

■床・壁・柱・梁・天井の劣化及び損傷の状況  

エ）階段 ■物品の放置の状況 ○ 

■階段各部の劣化及び損傷の状況 ○ 
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図表 7-7 【参考】建築物の外部に係る点検項目（木造） 

部位 確認する項目 
法定

点検 

ア）基礎 ■基礎の沈下等の状況 ○ 

■基礎の劣化及び損傷の状況 ○ 

イ）土台 ■土台の沈下等の状況 ○ 

■土台の劣化及び損傷の状況 ○ 

ウ）外壁（躯体等） ■木造の外壁躯体の劣化及び損傷の状況 ○ 

エ）外壁（外壁仕上げ材等） ■金属系パネルの劣化及び損傷の状況 ○ 

■窯業系サイディングの劣化及び損傷の状況  

■シーリングの劣化及び損傷の状況  

オ）外壁（窓サッシ等） ■サッシ等の劣化及び損傷の状況 ○ 

カ）建具 ■住戸玄関ドアの劣化及び損傷の状況  

図表 7-8 【参考】屋上及び屋根に係る点検項目（木造） 

部位 確認する項目 
法定

点検 

ア）屋根 ■屋根の劣化及び損傷の状況 ○ 

■雨樋の劣化及び損傷の状況  

図表 7-9 【参考】建築設備に係る点検項目（木造） 

部位 確認する項目 
法定

点検 

ア）飲料用配管及び排水配管 

（隠蔽部分及び埋設部分を除く） 
■配管の腐食及び漏水の状況 ○ 

イ）排水設備 

（隠蔽部分及び埋設部分を除く） 
■屋内雑排水管、汚水管、雨水管の腐食及び漏水の状況  
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第8 章 計画修繕の実施方針 

8-1 ◆修繕の基本方針 

将来見込まれる修繕工事の内容や修繕時期、必要となる費用等についてあらかじめ想定し、

大規模修繕の効率化と平準化を図るため、居住にともない随時必要となる経常修繕とあわせ

て長期的視点に立った計画修繕を実施します。 

 

8-2 ◆修繕の実施方針 

①経常修繕（小修繕） 

当面管理するすべての市営住宅ストックにおいて、以下②で示す計画修繕の項目に含

まれない個別の修繕工事を経常修繕項目とし、点検において必要が確認された場合は随

時修繕を実施します。 

なお、10 年以内に建替・長寿命化改善あるいは用途廃止を予定する既存の住宅ストッ

クについては、当面は経常修繕のみの対応とし、ストックの更新が終了した時点から以

下②の計画修繕サイクルを開始します。 

図表 8-1 経常修繕の実施方針 

実施の判断 主な実施内容 

日常点検等で状況を 

確認し、必要に応じて 

随時実施 

■非常用照明器具内蔵蓄電池の取替 

■開放廊下・階段、バルコニーの手すり塗装 

■屋上フェンス、設備機器、縦樋・支持金物、架台、避難ハッチ、マンホール蓋、へだて

板枠、物干し金物等の塗装 

■屋外鉄骨階段、自転車置場、遊具、フェンスの塗装 

■住戸玄関ドア、共用部分ドア、メーターボックス扉、手すり、照明器具、設備機器、配

電盤類、屋内消火栓箱等の塗装 

■水道メーターの取替 

■揚水ポンプ、加圧給水ポンプ、直結増圧ポンプ、排水ポンプのオーバーホール 

 

②計画修繕（大規模修繕） 

計画修繕に位置づける工事は、国の策定指針において示される対象部位ごとの修繕周

期を参考にしつつ、西尾市公共施設等総合管理計画に示す維持管理・修繕の実施方針に

即したものとします。 

計画修繕の項目は多岐にわたりますが、長寿命化改善や空家の修繕等と連携すること

で効率的かつ計画的に実施するものとします。また、ストックの延命により活用期間が

長期となるため、修繕項目を参考におおむね 20～25 年ごとの大規模修繕にグループ化し、

適切な維持管理により必要な供給量（実稼働ストック数）を確保できるよう努めます。 
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また、大規模修繕の実施にあたっては長寿命化型維持管理を念頭におき、特に躯体や

大型設備の安全性・機能性の維持に係る予防保全的な措置を優先します。これらについ

て、判断の基準と対応方法の考え方を以下に示します。 

図表 8-2 計画修繕の必要性を判断する項目と基準（長寿命化型維持管理にかかる項目） 

判断項目 判断基準 対応方法 

外壁 建物躯体や外装仕上げ材等の劣化・損傷状況から防水

性や安全性に問題が確認され、改修が必要である場合

は「×」で要改修。 

■外壁改修 

（防水性、耐久性、安全性の向上） 

屋上防水 防水性に問題があり、改修が必要である場合は「×」で要

改修。 

■屋上防水改修 

（防水性、耐久性の向上） 

設備関係 漏水や錆・腐食等で継続して使用するのに問題があり、

改修が必要である場合は「×」で要改修。 

■給水管改修 

（耐久性、耐食性の向上） 

図表 8-3 耐火住棟における計画修繕サイクルと実施内容 

 
* 第３回の大規模修繕については、直近の長寿命化計画における建替・用途廃止の方針に基づき実施を判断する。 

実施の判断 
主な実施項目 

改修・補修 取替 

Ａ：原則として毎回の

大規模修繕で実施

する項目 

■屋上、塔屋、ルーフバルコニーの防水改修 

■傾斜屋根の補修 

■庇天端、笠木天端、パラペット天端・アゴ、架台

天端等の修繕 

■外壁、手すり壁等の塗替 

■外壁目地、建具周り、スリーブ周り、部材接合部

等シーリング打替 

■（ボード、樹脂、木製等）隔て板・エアコンスリー

ブ・雨樋等の塗替 

■自動火災検知・報知設備の取替 

■ポンプ（揚水、加圧給水、直結増

圧、排水）の取替 

■ガスメーター、給湯・暖房器、バ

ランス釜の取替 

Ｂ：実施もしくは次回

への先送りを毎回

判断する項目 

（改修直前の点検

結果に基づく） 

■バルコニーの床防水（側溝、幅木を含む）の修繕 

■開放廊下・階段の床防水（側溝、巾木を含む）の

修繕 

■開放廊下・階段、バルコニー等の軒天（上げ裏）

部分の塗替 

■外壁、屋根、床、手すり壁、軒天（上げ裏）、庇等

（コンクリート、モルタル部分）の補修 

■外壁・手すり壁等タイル張の補修 

■給水管、雑排水管（屋内）、ガス

管（屋外）、埋設排水管、排水桝

等（埋設給水管を除く）の取替 

Ｃ：２回目の大規模修

繕で実施する項目 

■屋上防水の改修、勾配屋根の葺替 ■屋外建具・手すり、屋外鉄骨階

段、屋上フェンス等の取替 

■受水槽、屋外配水管・枝管、縦

樋、ガス管の取替 

■昇降機（エレベーター）の取替 

■給水管・汚水管・ガス管の取替 

高

低

性能

第１回

大規模修繕

第２回

大規模修繕

第３回

大規模修繕
建替/用途廃止

(劣化度)

経年による機能・性能の劣化

社会的要求水準

建築時 20 40 60 80 (年後)

経年
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第9 章 改善事業の実施方針 

9-1 ◆改善事業の基本方針 

本計画における長寿命化改善は、過去の建設時期の集中により法定耐用年数に基づいた建

替サイクルを維持するのが困難となる見通しに立ち、下表「④長寿命化型」に関連する事業

を優先して実施します。 

長寿命化型改善の実施にあたっては、簡易耐火造二階建（1980 年代以前の低層耐火造を含

む）についてはおおむね 60 年程度、中層耐火造についてはおおむね 80 年程度の活用を念頭

に延命を図るものとし、事業の効率化のため修繕工事も同時に実施することを検討します。 

なお、福祉対応の改善については、敷地および費用対効果の面から既存の階段室型中層耐

火住棟にエレベーター設備を追加設置することが困難であることから、1 階の両妻側住戸に

おけるバリアフリー化工事を行い、高齢者・障害者等が入居可能な住戸の確保を進めます。 

また、改善事業の実施に際して入居者募集を停止しない団地内において複数住棟が改善工

事の対象となる場合、未改善住棟から改善済み住棟への円滑な住み替えが可能になるよう、

可能な範囲で複数年度に工事時期を分散するよう配慮します。同一団地内もしくは近隣の団

地で適切な住戸が確保できない場合は、民間賃貸住宅等を活用した住み替えについても検討

します。 

図表 9-1 改善事業の類型別方針と内容 

類型 方針 内容 

①安全性確保型 耐震性を確保するための躯体改修、防犯性や落下・転倒

防止など生活事故防止に配慮した改善を行う。 

■耐震改修、ピッキング対策済

み玄関錠への交換、消火器具

など防災設備の更新、屋外通

路の照度の確保等 

②居住性確保型 引き続き活用を図るストックにおいて、現代的な居住性を確

保するため、住戸・住棟設備の機能向上を行う。 

■給湯設備の設置、排水処理施

設の整備（便所の水洗化等） 

等 

③福祉対応型 引き続き活用を図るストックにおいて、高齢者・子育て世帯

等が安全・安心して居住できるよう、住戸・共用部のバリア

フリー化を進める。 

■住戸内部・共用部の段差の解

消、手すり設置、浴室・トイレ等

の高齢者対応 等 

④長寿命化型 長期的な活用を図る団地・住棟において、耐久性の向上や

躯体への影響の軽減、維持管理の容易性の観点から、計

画修繕周期等に合わせた予防保全的な改善を行う。 

■外壁や屋根・屋上防水の耐久

性の向上、給排水管の耐久性

の向上 等 
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9-2 ◆計画期間内に実施する改善事業 

本計画の期間内において改善事業を実施するストックは以下の通りとします。 

図表 9-2 改善対象ストック 

 内容 ①長寿命化型 

＋居住性向上型 
②長寿命化型 ③福祉対応型 

構造  

簡二 

及び 

低耐 

鳥羽／鳥羽第 2／鳥羽第 3   

中耐 

1970 年代 

中野郷（中耐）  中野郷（中耐）（1 階両袖の 

2 戸をバリアフリー化*1） 

中耐 

1980 年代 

以降 

 犬塚／住崎／埋畑 須原／宮浦（1・2 階の 

住戸内をバリアフリー化） 

犬塚／住崎（1 階両袖の 

2 戸をバリアフリー化*1） 
*1 該当住戸への入居状況等を踏まえて適宜実施するものとする。 

 

簡二ストックの改善は、次回工事（建替・用途廃止・改善）までおおむね 10～15 年程度の

活用期間を確保できるよう実施時期を調整します。中耐ストックについては同じく 20 年程度

の期間を確保することを念頭に、おおむね建築年度の古い住棟から着手します。 

今後の 10年間における改善事業の実施スケジュールは以下の通りとします。 

図表 9-3 改善事業の実施スケジュール 

対象 
棟数 

戸数 

2019 

年度 

2020 

年度 

2021 

年度 

2022 

年度 

2023 

年度 

2024 

年度 

2025 

年度 

2026 

年度 

2027 

年度 

2028 

年度 

須原・宮浦 

(中耐) 

3 棟 

36 戸 

福祉 

対応 
維持管理 

埋畑 

(中耐) 

1 棟 

24 戸 
長寿命 維持管理 

犬塚 

(中耐) 

2 棟 

36 戸 

修繕 

対応 
長寿命 維持管理 

鳥羽 

（簡二） 

2 棟 

24 戸 

修繕 

対応 

長寿命

＋居住 
維持管理 

鳥羽第 3 

(低耐) 

2 棟 

32 戸 
修繕対応 

長寿命

＋居住 
維持管理 

中野郷(中耐) 

V 棟 

1 棟 

24 戸 
修繕対応 

長寿命

＋居住 
維持管理 

中野郷(中耐) 

W 棟 

1 棟 

20 戸 
修繕対応 

長寿命

＋居住 
維持管理 

中野郷(中耐) 

Z 棟 

2 棟 

30 戸 
修繕対応 

長寿命

＋居住 
維持管理 

中野郷(中耐) 

X 棟・鳥羽第 2 

（簡二） 

3 棟 

36 戸 
修繕対応 

長寿命

＋居住 
維持管理 

中野郷(中耐) 

Y 棟 

2 棟 

30 戸 
修繕対応 

長寿命

＋居住 
維持管理 

住崎(中耐) 
2 棟 

28 戸 
修繕対応 長寿命 
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第10 章 建替事業の実施方針 

10-1 ◆建替事業の基本方針 

今後の市営住宅の入居対象世帯は、地域別の人口・世帯数の推移にあわせ長期的に減少し

ていくものと予想されます。また、1990 年代後半から 2000 年代にかけて増加した民間賃貸

住宅にも空き室の増加が予想されることから、これらの民間住宅ストックを短中期的な市営

住宅の需要変動に対応する「セーフティネット住宅」として活用することについても検討を

進める必要があります。 

これらの状況を踏まえ、団地別・住棟別活用方針で「建替・用途廃止・新規整備もしくは

新規借上げ等」としたストックについて、本計画期間内における更新の方向性を以下のよう

に定めます。 

 

①スケジュールの方針 

現時点において、そのほとんどが法定耐用年数を 20 年以上超過している簡平ストック

（耐用年数 30年）については早期の更新を図る必要がありますが、事業の進捗や現入居

世帯の意向等にも配慮し、おおむね 10年程度の間での解消をめざします。 

また、建替・集約事業にともなう住み替えの受け皿を確保するため、先行する簡二・

耐火住棟の長寿命化改善と連動した事業スケジュールを検討します。また、民間賃貸住

宅の活用についても想定します。 

②地域別の実施方針 

現時点で市が保有する市営住宅ストック以上の需要が当面見込まれる旧西尾市エリア

においては、中長期的な必要戸数と団地の立地等についても勘案したうえで、敷地規模

に応じた戸数での建替を行います。 

現状で需要を上回る市営住宅ストックが立地する一色・吉良・幡豆エリアにおいては、

中長期的に存続すべき団地をエリアごとに見極めたうえで、耐用年数の経過を目処に集

約・規模縮小を前提とした建替を行います。 

③事業手法の決定方針 

従来の直接建設型を維持する建替事業に加え、既存の民間賃貸住宅を活用した住宅供

給制度の事業スキームについて、本計画期間の前半を目処に検討を進めます。 

検討にあたっては、地域の住宅市場の実態を把握する不動産事業者団体や、賃貸契約

に通じた専門家などの参画をあおぎ、幅広い合意形成が図られる制度をめざします。 

また、建替・借り上げ事業の具体化に際しては、ローリング方式で毎年度改定する西

尾市総合計画 実施計画において年度ごとの事業化を図り、本計画も必要に応じて修正を

行うものとします。 
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10-2 ◆建替と連動した当面の統廃合の進め方 

以下に、本計画期間に実施する簡平ストック建替・集約事業（第１期～第３期）の考え方

を示します。 

図表 10-1 第１期建替（2023～2024年度）にともなう統廃合の考え方 

住宅名 構造 
現況 

戸数 

現入居 

世帯数 

活用 

期間 

統廃合の 

位置づけ 

 

住宅名 
建替後 

戸数 

設計 

年度 

建設 

年度 

対米 
簡平 

簡二 
179 戸 84 世帯 

55～ 

59 年 

非現地 

建替 

北新田(仮) 
RC 

46 戸 
2022 年 

2023～ 

2024 年 

政策空家 13 戸 - - 

(民活住宅に 

移転) 

(供給 

見込み 

25 戸) 

制度設計 

2020 年 

供給開始 

2021 年 

図表 10-2 第２期建替（2025～2026年度）にともなう統廃合の考え方 

住宅名 構造 
現況 

戸数 

現入居 

世帯数 

活用 

期間 

統廃合の 

位置づけ 

 

住宅名 
建替後 

戸数 

設計 

年度 

建設 

年度 

鎌谷 簡平 65 戸 59 世帯 60 年 
建替 

(統合) 鎌谷 
RC 

64 戸 
2024 年 

2025～ 

2026 年 

巨海 簡平 19 戸 19 世帯 63 年 
用途廃止 

(集約) 

政策空家 26 戸 - - 
室 簡平 12 戸 12 世帯 60 年 

用途廃止 

(集約) 

図表 10-3 第３期建替（2027～2028年度）にともなう統廃合の考え方 

住宅名 構造 
現況 

戸数 

現入居 

世帯数 

活用 

期間 

統廃合の 

位置づけ 

 

住宅名 
建替後 

戸数 

設計 

年度 

建設 

年度 

中野郷 簡平 34 戸 31 世帯 
67～ 

68 年 

建替 

(統合) 
中野郷 

RC 

48 戸 
2026 年 

2027～ 

2028 年 
野々宮 簡平 20 戸 17 世帯 62 年 

用途廃止 

(集約) 
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10-3 ◆計画期間内に実施する事業 

2028年度までの建替および関連事業のスケジュールは以下の通りとします。 

なお、民間賃貸住宅の活用については当初 2021 年度に 25 戸の確保をめざし、2026 年度以

降は 50戸の供給を見込みます。 

図表 10-4 計画期間における建替事業の実施スケジュール 

団地 
2019 

年度 

2020 

年度 

2021 

年度 

2022 

年度 

2023 

年度 

2024 

年度 

2025 

年度 

2026 

年度 

2027 

年度 

2028 

年度 

北新田(仮) 

(中耐) 
- 

庁内 

調整 

実施 

設計 

24 戸 

建設 

22 戸 

建設 
(維持管理) 

対米 

(簡二) 

(修繕対応) 

※居住世帯の自然退去や他団地への 

住み替えにあわせて住戸単位で用途廃止 

24戸 

除却 

24戸 

除却 
- 

対米 

(簡平) 

(修繕対応) 

※居住世帯の自然退去や他団地への 

住み替えにあわせて住戸単位で用途廃止 

52戸 

除却 

51戸 

除却 

28 戸 

除却 
- 

鎌谷 

(簡平) 
(修繕対応) 

庁内 

調整 

実施 

設計 

20戸 

除却 

45戸 

除却 
32 戸 

建設 
(維持管理) 

32戸 

建設 

巨海 

(簡平) 

(修繕対応) 

※居住世帯の自然退去や他団地への住み替えにあわせて住戸単位で用途廃止 

19 戸 

除却 
- 

室 

(簡平) 

(修繕対応) 

※居住世帯の自然退去や他団地への住み替えにあわせて住戸単位で用途廃止 

12 戸 

除却 
- 

中野郷 

(簡平) 
(修繕対応) 

庁内 

調整 

実施 

設計 

10 戸 

除却 

24 戸 

除却 
24 戸 

建設 
24 戸 

建設 

野々宮 

(簡平) 

(修繕対応) 

※居住世帯の自然退去や他団地への住み替えにあわせて住戸単位で用途廃止 

管理戸数 

の変動 
1,214 戸 1,214 戸 1,214 戸 1,214 戸 1,238 戸 1,164 戸 1,076 戸 1,070 戸 1,039 戸 1,063 戸 

(2018 比) ±0 戸 ±0 戸 ±0 戸 ±0 戸 ＋24 戸 ▲50 戸 ▲138 戸 ▲144 戸 ▲175 戸 ▲151 戸 

【備考】 

民間活用 

見込み 

制度 

設計 

庁内外 

の調整 
25 戸 25 戸 25 戸 25 戸 25 戸 50 戸 50 戸 50 戸 
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第11 章 事業の推進にあたって 

11-1 ◆事業実施に係る入居者との合意形成 

建替事業の実施に際しては、住み替えや仮移転、工事に伴う騒音や車両の出入りなどによ

り入居者の生活に大きな影響を与えます。 

事前の調査や住民説明会などにより、入居者の意見や個々の事情を計画・設計段階から把

握し、事業に関する合意の形成に努める必要があります。 

 

11-2 ◆統廃合の対象団地における住み替えの促進 

本計画では、安全性・居住性の確保が困難な老朽化した住宅について計画期間中の建替・

集約（用途廃止）を予定しています。これら住宅には多くの高齢単身世帯が居住しており一

定数の自然退居も見込まれますが、他の市営住宅ストックへの住み替えについても入居者の

理解を得ながら着実に進めていく必要があります。 

 

11-3 ◆新たな住宅セーフティネット制度との連携 

2017（平成 29）年 10 月に「住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給の促進に関する法

律（住宅セーフティネット法）」が改正され、愛知県においても住宅確保要配慮者円滑入居

賃貸住宅（セーフティネット住宅）の登録制度や登録住宅の改修・入居者への経済的支援、

住宅確保要配慮者のマッチング・居住支援などへの取り組みが始まっています。 

これら制度との連携を図り、民間賃貸住宅の活用に向けた制度の枠組みについて事業者や

専門家等の知見も得ながら検討を進め、市の施策としての位置づけを明確にしてくことが急

務となります。 

 

11-4 ◆需要の見通しに立った供給方針の再検討 

長期的な需要の変動と連動して市営住宅としての供給量をコントロールしていくため、最

新の将来人口予測や市場調査等を確認し、計画改定にあわせて公営住宅等需要にかかる展望

を見直すことが重要となります。 
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第12 章 付録 

12-1 ◆用語解説 

か行 

■改良住宅 

住宅地区改良法により建設された地方公

共団体の賃貸住宅。特定の住宅を地方自

治体が買取り、新たな住宅に建て替えたの

ちに元の住人に低額にて貸与する。 

■公営住宅 

公営住宅法の規定による国の補助によっ

て、地方公共団体が建設･買取りまたは借

上げを行う、住宅に困っている低額所得者

のための賃貸住宅。民間賃貸住宅とは異な

り、入居者資格や制限が定められている。 

■高齢者向け優良賃貸住宅 

民間事業者、社会福祉法人、ＵＲ都市機

構等が供給する、高齢者の身体特性に配

慮した仕様を備え、緊急通報サービス等が

利用可能な高齢者向けの賃貸住宅。 

さ行 

■サービス付き高齢者向け住宅 

高齢者住まい法の基準により登録され、

介護・医療と連携し、高齢者の安心を支える

サービスを提供するバリアフリー構造の住宅。

権利関係は賃貸借方式が一般的。サ付き

住宅。 

■最低居住面積水準 

世帯人数に応じて、健康で文化的な住生

活を営む基礎として必要不可欠な住宅の面

積について、住生活基本計画（全国計画）

で示される水準。 

単身者の場合は 25 ㎡、2 人以上の世帯

は 10 ㎡×世帯人数＋10 ㎡で算定される

（10歳未満人員や 5人以上世帯においては

面積控除あり）。 

■指定管理者制度 

地方公共団体が住民の福祉を増進する

目的で設置した公の施設の管理運営を、地

方公共団体が指定した民間事業者を含む

法人・団体に代行させる制度。 

■住生活基本計画 

住民の住生活の安定の確保および向上

の促進に関する基本的な計画。住生活基本

法では、国・都道府県の計画策定を義務づ

けている。 

■住生活基本法 

住生活の安定の確保及び向上の促進に

関する基本理念、基本的施策、住生活基本

計画、その他の基本となる事項を定め、住

生活の安定の確保及び向上の促進に関す

る施策を総合的かつ計画的に推進し、住生

活の安定向上と社会福祉の増進を図るとと

もに、国民経済の健全な発展に寄与するこ

とを目的とした法律。 

■住宅確保要配慮者 

低額所得者、被災者、高齢者、障害のあ

る人、子どもを育成する家庭等住宅の確保

に特に配慮を必要とする者。 

■住宅ストック 

一定期間に供給される新規住宅（フロー）

に対し、ある時点において存在する既存住

宅又はその総体。 

■住宅セーフティネット 

住宅政策においては、自力で適正な水準

の住宅を確保できない者に対して、行政が

直接関与し、健康で文化的な生活を保障し

ていくという意味。 

■新耐震基準 

建築物の設計において適用される地震に

耐えることのできる構造の基準で、昭和 56

年 6月 1日以降の建築確認において適用さ

れる基準のこと。震度 6強～7程度の揺れで

も倒壊しないような構造基準として設定され

ている。 

■生活利便施設 

居住者の日常生活上の利便に供せられ

る施設のことで、各種の店舗、診療所、集会

所、遊び場などのことをいう。 
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■政令月収 

公営住宅法施行令第１条第３号の規定に

基づき、年間粗収入から給与所得控除・配

偶者控除・扶養親族控除等を行ったうえで

月収換算することにより算定したものをいう。 

た行 

■耐震改修 

地震に対する安全性の向上を目的として、

増築、改築、修繕若しくは模様替え又は敷

地の整備をすること。 

■耐震診断 

地震に対する安全性を評価すること。 

■地域コミュニティ 

地域住民が生活している場所、住民相互

の交流が行われている地域社会、あるいは

そのような住民の集団。 

■中堅所得者 

公営住宅の収入基準を超える世帯。 

■長寿命化 

寿命がのびる、あるいは寿命をのばすこと。

公営住宅においては建設後の活用期間中

に適切な維持管理・グレードアップ改善工

事等を実施することにより、設計時点で想定

した年数よりも長く活用できるようにすること

をさす。 

■陳腐化 

経済的または機能的な意味における市場

価値の低下。使用や経年だけでなく競合製

品・サービス等による相対的な価値低下も

含む。 

■特定優良賃貸住宅 

特定優良賃貸住宅の供給の促進に関す

る法律により、民間の土地所有者などによる

賃貸住宅の供給について、建設助成、家賃

減額助成などを受けた住宅。特優賃。 

■都市計画区域 

都市計画制度上の都市の範囲で、自然

的・社会的条件、人口、産業、土地利用、交

通量等の現況とその推移を考慮して、一体

の都市として総合的に整備し、開発及び保

全する必要のある区域。 

■土砂災害警戒区域 

土砂災害が発生した場合、住民の生命ま

たは身体に危害をおよぼすおそれがあると

認められる土地の区域で、警戒避難体制を

特に整備するとともに、一定の開発行為の

制限や居室を有する建築物の構造が規制

される区域。 

は行 

■バリアフリー 

生活環境において障害のある人にとって

障壁のない状態。物的環境整備の条件を表

す概念として用いることが多い。 

■法定耐用年数 

建物の構造別に定められた税法上の償

却期間で、民間住宅では鉄筋コンクリート造

が 47年、木造住宅が 22年。公営住宅では

鉄筋コンクリート造が 70 年、準耐火造 2 階

建が 45 年、準耐火造平屋建および木造が

30年と定められている。 

ま行 

■復興住宅 

被災者向けに被災自治体が設ける公営

住宅。 

や行 

■家賃負担限度率 

生活を営む上で家賃として負担できる金

額の収入に対する割合。第七期住宅建設

五箇年計画の検討部会においては以下の

値が示されている。 

世帯

人数 

収入分位 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ 

1人 19.0% 20.5% 21.0% 21.0% 21.0% 

2人 18.5% 20.5% 21.0% 21.0% 21.0% 

3人 16.5% 19.5% 21.5% 22.0% 22.0% 

4人 15.0% 18.0% 20.5% 21.0% 21.0% 

5人 14.0% 18.0% 20.5% 21.0% 21.0% 

6人 14.0% 18.0% 20.5% 21.0% 21.0% 

 

■誘導居住面積水準 

世帯人数に応じて、豊かな住生活の実現

の前提として多様なライフスタイルに対応す

るために必要と考えられる住宅の面積につ

いて、住生活基本計画（全国計画）で示され

る水準。都市の郊外および都市部以外の一

般地域における戸建住宅居住を想定した

「一般型誘導居住面積水準」と、都市の中

心およびその周辺における共同住宅居住を

想定した「都市居住型誘導居住面積水準」

からなる。 

都市居住型の場合、単身者は 40㎡、2人

以上世帯では 20 ㎡×世帯人数＋15 ㎡で

算定される（10歳未満人員や 5人以上世帯

においては面積控除あり）。 
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■用途地域 

都市計画の地域地区のうち最も基礎的な

制度で、住環境の保護と機能的な都市活動

を確保するため、都市全体の土地利用の枠

組みを定めるもの。住居、商業、工業などそ

れぞれの目的に応じて 12種類ある。 

ら行 

■ライフサイクルコスト 

製品や構造物などの費用を、調達・製造

から使用、廃棄の段階をトータルして考えた

もの。 

■リノベーション 

既存の建物に改修工事を行い、用途や

機能を変更して性能を向上させたり資産価

値を高めたりすること。 

■リフォーム 

改装や増築のこと。間取りの変更や模様

替えも含めていうこともある。 

■老朽化 

建物の経年劣化によって建設当初に想

定した利活用が困難な状態になること。 

Ａ～Ｚ、数字 

■ＤＩＤ 

「Densely Inhabited District」の略。人口密

度が 4,000 人/km2 以上の基本単位区が互

いに隣接して人口が 5,000 人以上となる地

区。人口集中地区。 

■ＰＦＩ 

「Private Finance Initiative」の略。公共施

設等の設計、建設、維持管理および運営に

民間の資金やノウハウを活用することにより、

公共サービスの提供を行う事業手法。 
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